
京都府庁西側施設等管理業務仕様書                        

（令和８年12月～令和11年11月） 

 

 本業務の仕様書は、業務の大要を示すものであり、具体的事項ついては、関係法令等に従

うとともに、建築保全業務共通仕様書 令和５年版（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）

によるものとし、各種基準等に適合するよう業務を実施するものとする。 

 なお、業務の執行にあたっては別表１の年間計画表に従うこと。 

 

第１ 電気・機械設備運転管理等業務 

１ 一般的事項 

  (1) 当該業務は、府庁西側施設全般における電気・機械設備等の日常的な運転操作及び保

守管理を主な目的としているので、本仕様書に明記されていない事項であっても、目

的達成に必要な細部の事項については、甲乙協議の上、実施するものとする。 

  (2) 作業の実施に当たっては、甲の指定する職員とあらかじめ日程等について打合せを行

い、府庁西側施設の業務等に支障のないよう注意しなければならない。 

  (3) 府庁西側施設の清掃業務、その他設備の定期点検業務等が行われる場合には、関係業

者等と相互に連絡及び協調して、業務を円滑に遂行するよう努めなければならない。 

 

２ 電気設備関係業務 

 (1) 対象設備 

  ア 高圧関係設備 

    責任分界点より内部の府庁西側施設構内の受変電設備 

  イ 低圧関係設備 

        府庁西側施設の電灯、コンセント、動力、直流電源及びソーラーシステムの各設備 

  ウ 弱電設備 

    府庁西側施設の電気時計、インターホン、身障者、火災報知機、入退室監視装置、

自動車管制及びテレビ共聴等の各設備 

 (2) 日常の業務 

  ア 強電関係設備 

   (ｱ) 電気主任技術者の指示に基づき次の作業を行うものとする。 

    ａ 受電用高圧回路各機器の外観点検 

    ｂ 中央監視盤各計器類の監視及び操作並びに各警報装置、継電器の点検及び操作 

    ｃ 各配電盤の各計器指示計、表示灯、積算電力計、変圧器、断路器、真空遮断

器、開閉器、母線、支持物、保護継電器、接触部の過熱等の異常の有無の点検 

    ｄ 動力操作開閉器、内部機構の異常の有無の点検 

    ｅ 電灯分電盤内部機器の異常の有無の点検及び共用部照明器具（廊下、階段、便

所、外灯等）の点検 

    ｆ 蓄電池の定期的放充電、電解液の補充、各部の点検及び計器備品の保管（ソー

ラーシステムを含む。） 

    ｇ 毎日定時間（１回）ごとの配電盤各計器等については、受電日誌に基づく測定

及び点検 

    ｈ 受変電室等電気関係各室の清掃及び整理 

   (ｲ) 上記業務の記録を翌日午前９時までに報告するものとする。 



  イ 弱電関係設備 

   (ｱ) 設備の維持管理上、必要な日常業務を実施するものとする。 

   (ｲ) 上記業務の記録を強電関係設備と同様に報告するものとする。 

 (3) 故障時の措置 

  ア 府庁西側施設電気主任技術者又は所定の連絡先に連絡し、その指示に従って措置す

るものとする。 

  イ 緊急を要する事項は、応急措置をとるとともに電気主任技術者と協議するものとす

る。 

  ウ 事故報告書を甲の指定する職員に提出するものとする。 

  エ 緊急時の対応についてはあらかじめ体制表を作成し甲に提出するものとする。 

 (4) 光熱水費の各負担算出及び報告書の提出 

  ア 個別メーターの記録を測定するものとする。 

  イ アに係る経費について算出し報告するものとする。 

 (5) その他 

  電気設備精密点検時は必ず現場責任者が立ち合うものとする。 

 

３ 機械設備関係業務 

 (1) 対象設備 

  ア 市水給水設備 

   (ｱ) 府庁西側施設の揚水ポンプ及び受水槽、高置水槽 

   (ｲ) 府庁西側施設の配管及び給水設備 

  イ 井水雨水利用設備 

   (ｱ) 府庁西側施設のろ過器、薬注装置、雨水移送ポンプ、中水用揚水ポンプ、井戸揚

水ポンプ及び中水高置水槽、中水副受水槽、消火水槽 

   (ｲ) 府庁西側施設の配管及び給水設備 

  ウ 排水設備 

   (ｱ) 府庁西側施設の排水ポンプ（雑排水水中ポンプ）及び雑排水槽 

  エ 空調・換気設備 

   (ｱ) 空冷ヒートポンプパッケージエアコン、マルチ型空冷ヒートポンプエアコン、ソ

ーラエアコン、全熱交換器等の空調設備 

   (ｲ) 給・排気ファン、排煙ファン等の設備 

  オ 給湯ソーラー設備 

   (ｱ) 府庁西側施設の給湯用循環ポンプ、移送ポンプ及び太陽集熱板、蓄熱槽、貯湯タ

ンク等の設備 

  カ 消防設備 

   (ｱ) 府庁西側施設の各消防設備 

    ａ 自動火災報知設備 

    ｂ 防火排煙設備 

    ｃ 屋内消火栓設備 

    ｄ 泡消火設備 

    ｅ 誘導灯設備 

    ｆ 非常放送設備 

    ｇ 消火器 

ｈ 避難器具 



  キ 昇降機設備 

   (ｱ) 府庁西側施設の各昇降機設備 

 (2) 日常の業務 

  ア 給水設備、排水設備 

   (ｱ) 給水量の測定、各給水栓の点検、各ポンプの運転状態の点検、雨水ろ過装置の点

検（薬品補充を含む。）、その他排水枡、配管等の点検 

  イ 空調・換気設備 

   (ｱ) 空調設備（室外機、全熱交換器等）の運転状態の点検 

   (ｲ) フィルターの点検 

   (ｳ) 換気設備の運転状態の点検及び運転、停止操作 

  ウ 給湯ソーラー設備 

   (ｱ) 各ポンプの運転状態の点検 

   (ｲ) 太陽集熱板の点検 

   (ｳ) 電気湯沸器の点検 

  エ 消防設備 

   (ｱ) 各消防設備の日常維持管理 

  オ 昇降機設備 

   (ｱ) 運転状態の監視及び操作 

  カ 機械関係各室の清掃及び整理 

 (3) 故障時の措置 

  ア 所定の連絡先に連絡し、その指示に従って措置するものとする。 

  イ 緊急を要する事項は、応急措置をとるものとする。（軽微な修理は行うものとする。）               

  ウ 事故報告書を甲の指定する職員に提出するものとする。 

 (4) 光熱水費の各負担算出及び報告書の提出 

  ア 個別メーターの記録を測定するものとする。 

  イ アに係る経費について算出し報告するものとする。 

 

４ その他 

 (1) 各室の入退室の管理 

 (2) 会議室等の入退室の管理 

 (3) 会議室等の可動間仕切りの管理 

  (4) 施設全体の機能維持と美観にも配慮して管理業務を行うこと。 

(5) 必要に応じて社内研修を実施し、結果を書面にて甲に報告すること。



５ 従業員の標準勤務体制 

 (1) 契約期間中、勤務日及び勤務時間は次表に定めるとおりとし、勤務者については、当

該勤務日及び勤務時間の区分に応じて同表に定める員数を基準として配置するものとす

る。 

 

 

勤 務 日 

 

勤 務 時 間 

勤 務 者  

 

  
主 任 副主任 補助員 

 

日 勤 

月～金 ８：００～１７：３０ １人 １人 １人 

府の休日 ８：００～１７：３０    １人 １人 

（注１）府の休日とは、日曜日、土曜日、祝日及び年末年始（12月29日～1月3日      ）とする。 

 （注２）技術資格保有者の配置 

   (1) 主 任 第３種以上の電気主任技術者の資格を有し、かつ電気主任技術者の経験

が３年以上ある者 

   (2) 副主任 主任に準じる者 

   (3) 補助員 工業高校電気科卒業者又は第２種電気工事士以上の資格を有する者 

   (4) 上記(1)～(3)のうち消防設備士乙種（第４類）の資格を有する者が１名以上含ま

れていること。 

(5) 上記(1)～(3)のうち建築物環境衛生管理技術者の資格を有する者が１名以上含ま

れていること。 

(6) 上記(1)～(3)のうち低圧電気取扱業務の特別教育を受講した者が１名以上含まれ

ていること。 



第２ 電気・機械設備保守整備業務 

１ 一般的事項 

 (1) 当該業務は、府庁西側施設全般における日常の電気・機械設備等の運転操作及び保守

管理保守点検以外に定期的に行う保守整備作業を主な目的としているので、目的達成

に必要な細部の事項については、本仕様書に明記されていない事項であっても、甲乙

協議の上、実施するものとする。 

  (2) 作業の実施に当たっては、甲の指定する職員とあらかじめ日程等について打合せを行

い、府庁西側施設の業務等に支障のないよう留意しなければならない。 

  (3) 府庁西側施設の清掃業務、その他設備の定期点検業務等が行われる場合には、関係業

者等と相互に連絡及び協調して、業務を円滑に遂行するよう努めなければならない。 

 

２ 設備保守整備業務 

 (1) 機械設備保守整備業務 

  ア プレフィルター洗浄（年４回 ５、８、11、２月） 

    空気熱源ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾋﾞﾙﾏﾙﾁｴｱｺﾝ              ２２３枚 

    空気熱源ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾊﾟｯｹｰｼﾞｴｱｺﾝ                ３枚 

    ソ ー ラ エ ア コ ン                ６枚 

    冷 房 専 用 エ ア コ ン                ２枚 

    全 熱 交 換 器               ２８枚 

    吸 気 フ ァ ン                ９枚 

   イ  ＯＡフィルター洗浄（年３回 ７、11、３月） 

        熱 交 換 器                ８枚 

   ウ  フィルター清掃（年３回 ７、11、３月） 

        熱 交 換 器               １４枚 

        普 通 エ ア コ ン                ２枚 

   エ  中性能フィルター清掃（年２回 ５、11月） 

    空気熱源ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾋﾞﾙﾏﾙﾁｴｱｺﾝ              １１６個 

        熱 交 換 器                ８個 

        全 熱 交 換 器               １５個 

   オ  熱交換器清掃（年３回 ７、11、３月） 

        熱 交 換 器               ２５個 

  カ プレフィルターろ材取替（年２回 ７、１月） 

    全 熱 交 換 器               １５枚 

    給 気 フ ァ ン                ３枚 

  キ 水槽類の清掃 

   （年３回 ７、11、３月） 

     (ｱ) 沈 砂 槽         １６㎥  

   （年２回 ８、２月）   

    (ｲ) 雑 用 水 槽         ４２㎥ 

    (ｳ) 雨 水 槽         ６２㎥ 

     （年１回 ６月） 

    (ｴ) 中水用高架水槽  １５㎥ 

    (ｵ) 中水用副受水槽   0.8㎥ 

   (ｶ) 湧 水 槽          1.6㎥ 



     （年１回 ７月） 

   (ｷ) 消 火 水 槽          ２１㎥ 

   (ｸ) 補 助 水 槽          １㎥ 

    (ｹ) 市 水 受 水 槽         ２８㎥ 

    (ｺ) 市水高架水槽          ８㎥ 

    (ｻ) 蓄 熱 槽          1.4㎥ 

    (ｼ) 貯 湯 槽          1.4㎥ 

   ※ 受水槽等清掃実施時に貯水槽清掃作業監督者を立会わせるものとする。 

ク 雨水ろ過装置保守点検業務 

(ｱ) ろ水機自動制御盤 

     計器状況：指示状況、損傷点検 

     表示灯：球切れ点検 

     タイマー：時間確認点検 

     作動状況：確認点検 

(ｲ) モーターバルブ：水漏れ作動状況点検 

(ｳ) ろ過流量確認：ｍ3 ／Ｈ 

(ｴ) 薬 注 機 

   次亜塩素酸ソーダー：残留塩素、液漏れ点検 

     Ｐ Ａ Ｃ：加熱、注入状況点検 

(ｵ) ろ過ポンプ：加熱、異常音点検 

(ｶ) 保守点検は１年２回とする。 

（参考：現在は、4･10月に実施） 

ケ シャッター設備の保守点検（第６ シャッター設備保守点検業務に基づく。） 

 

３ 除外作業及び工事 

 (1) 電気設備の保守点検（別途委託） 

  ア 中央監視装置の点検保守 

   イ 電話設備の保守管理 

   ウ ソーラーシステムの保守点検 

   エ その他外注を必要とする工事等 

 (2) 機械設備の保守点検（別途委託） 

  ア ビルマルチエアコンの保守点検 

  イ 給湯ソーラー設備の保守点検 

  ウ  精密点検 

   (ｱ) 全熱交換器 

   (ｲ) 換気設備、排煙ファン 

エ  その他外注を必要とする工事等 



第３ 夜間等の電気設備・機械設備・入退室監視設備管理業務 

１  一般的事項 

 (1) 当該業務は、府庁西側施設における夜間等の電気設備・機械設備・入退室監視設備の

監視及び緊急対策処理を主な目的としているので、目的達成に必要な細部の事項につい

ては、本仕様書に明記されていない事項であっても、甲乙協議の上、実施するものとす

る。 

 (2) 緊急対策処理に当たっては、甲の指定する職員とあらかじめ打合せを行い、関係業者

等と相互に連絡を密にして、業務を円滑に遂行するよう努めなければならない。 

 

２ 監視業務 

 (1) 対象設備 

  ア  府庁西側施設の保安室に設置の中央監視盤、防災盤、入退室監視盤、非常放送盤、

身障者盤、駐車管制盤、エレベータ運行監視盤等の各設備 

 (2) 日常監視及び操作 

   ア 中央監視盤にて、電気設備、機械設備、運転の状況及び警報監視、操作 

  イ  防災盤の警報監視及び操作 

  ウ  入退室監視盤の警報監視及び操作、処理 

  エ  非常放送の操作 

  オ  身障者盤の通報、処理及び操作 

  カ  駐車管制盤の監視 

  キ  昇降機運行監視及び操作 

    ク 会議室等の管理 

 (3) 緊急時及び異常時の処理 

   ア  短時間で処理可能とするため、あらかじめマニュアルを作成し要員に徹底を図る。

   イ  最終退館者を確認する。 

 

３ 従業者の標準勤務体制 

 (1) 契約期間中、夜間の勤務及び勤務時間は次表に定めるとおりとし、勤務者について

は、同表に定める員数として配置するものとする。 

 

  

  

  

 

 

  勤 務 日 

 

  勤 務 時 間 

勤  務  者      
     
  

      副主任 補助員 

夜 勤 

 

月～金 １７：３０～翌８：００ １人 １人 

府の休日 １７：３０～翌８：００ １人 １人 

    ※副主任者は２２：００～翌５：００の間は仮眠（拘束） 

 

（注１）府の休日とは、日曜日、土曜日、祝日及び年末年始（12月29日～1月3日      ）とする。  



第４ 環境衛生管理業務 

１ 一般的事項 

 (1) 当該業務は、府庁西側施設における環境衛生管理業務を主な目的としているので、目

的達成に必要な細部の事項については、本仕様書に明記されていない事項であっても、

甲乙協議の上、実施するものとする。 

 (2) 緊急対策処理に当たっては、甲の指定する職員とあらかじめ打合せを行い、関係業者

等と相互に連絡を密にして、業務を円滑に遂行するよう努めなければならない。 

 

２ 対象業務 

 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）等に基づく

次の業務を対象とする。 

 (1) 建築物環境衛生管理技術者の選任及びこれに係る業務（主任技術者兼務） 

  ア 建築物環境衛生管理技術者についての届出書類作成 

  イ 帳簿書類の備付 

  ウ 知事の要求による報告の作成 

  エ 害虫駆除消毒の立会い及び確認 

  オ 建物内外の清掃状況の確認及び具申 

 (2) 空気環境の測定業務 

 (3) 照度測定業務 

 (4) 残留塩素の測定業務 

 (5) 飲料水水質検査 

 (6) 簡易専用水道検査 

  (7) 雑用水の水質検査 

 

３ 作業の内容 

 (1) 建築物環境衛生管理技術者の選任に係る業務 

  ア 建築物の環境衛生に関する企画、指導及び監督 

 (2) 空気環境の測定業務 

  ア 測定箇所 

   (ｱ) 府庁西側施設の各階南北中央各箇所２箇所、計10箇所と外気２箇所 

  イ 測定回数 

   (ｱ) ２箇月に１回、原則として１日３回測定 

      （参考：現在は、4･6･8･10･12･2月に実施） 

 (3) 照度測定業務 

  ア 測定箇所 

   (ｱ) 空気環境測定箇所に準ずる10箇所（室内１箇所当り５点を測定すること。） 

  イ 測定回数 

   (ｱ) ６箇月に１回 

      （参考：現在は、4･10月に実施） 

 (4) 残留塩素の測定業務 

  ア 測定箇所 

   (ｱ) 府庁西側施設の市水の末端蛇口１箇所及び雑用水末端蛇口１箇所 

  イ 測定回数 

   (ｱ) ７日以内に１回 



 (5) 飲料水の水質検査 

  ア 省略不可項目（10項目） ６箇月に１回 

  イ 省略不可項目及び金属等項目（15項目） ６箇月に１回 

     金属・ＴＨＭ等項目が厚生労働省令基準に適合した場合は次回省略とする。 

  ウ 消毒副生成物項目（１２項目） 年１回（６月１日から９月30日までの間） 

  エ 測定箇所 市水の末端蛇口１箇所 

     （参考：現在は、8･2月に実施） 

 (6) 簡易専用水道の検査 

  ア 検査回数 

   (ｱ) １年に１回 

     （参考：現在は、8月に実施） 

  (7) 雑用水の水質検査 

  ア PH値臭気外観 ７日に１回 

    イ 大腸菌・濁度  ２箇月に１回 

                      （参考：現在は、4･6･8･10･12･2月に実施） 

    ウ 測定個所   雑用水末端蛇口１箇所 

 

４ 管理基準を超える場合の措置 

 測定の結果、著変を認めた場合は、原因を究明して報告しなければならない。 

 

５ 従業者の配置 

 建築物環境衛生管理技術者の選任に係わる業務にあっては、関係法令に基づく有資格者を

充てなければならない。 



第５ 消防設備等法定点検業務 

１ 一般的事項 

 (1) 当該業務は、府庁西側施設における各消防設備の日常維持管理以外の消防法第17条の

３の３（消防用設備等の点検及び報告）に規定する消防設備法定点検及び建築基準法第

12条に基づく定期点検を目的としているので、本仕様書に明記されていない事項であっ

ても、目的達成に必要な細部の事項については、甲乙協議の上、実施するものとする。 

 (2) 点検の実施時期及び細部の事項に当たっては、甲の指定する職員とあらかじめ打合せ

を行い、甲の業務等に支障のないよう留意しなければならない。 

 (3) 府庁西側施設の清掃業務、その他設備の定期点検業務等が行われる場合には、関係業

者等と相互に連絡及び協調して、業務を円滑に遂行するよう努めなければならない。 

 

２ 消防点検業務 

 (1) 点検実施場所 

  京都府庁西側施設構内 

 (2) 点検対象設備 

  別表２の消防設備一覧表のとおり 

 (3) 点検の内容 

  ア 前期（７月～10月） 各消防設備外観、機能及び総合点検 

  イ 後期（１月～３月） 各消防設備外観及び機能点検 

       （参考：現在は、9･3月に実施） 

 

３ 建築基準法第12条に基づく定期点検業務 

 (1) 点検対象施設 

  京都府庁西側施設 

 (2) 点検の内容 

建築基準法第12条第２項（敷地及び構造）及び同条第４項（建築設備等（昇降機を除

く））に基づく以下の定期点検を行い、その結果を報告書として作成するとともにその

結果に基づき適切な措置の提言等を行う。 

  ア 敷地及び構造（３年に１回／令和９年11月） 

  イ 建築設備（昇降機を除く）（１年に１回／11月） 

  ウ 防火設備（１年に１回／11月） 

 (3) 業務主任技術者の資格  

技術上の指揮・監督を司る業務主任技術者は、一級建築士免許取得後３年以上 

の実務経験を有する者とする。  

(4) 点検者の資格  

定期点検の点検者は、専門技術を有する者として、一級建築士、二級建築士若しくは法

定講習の修了者で国土交通大臣から資格者証の交付を受けた者とする。なお、点検の一

部を協力事務所に委託する場合は、協力事務所の点検者が当該資格を有する者とするこ

と。 

(5) 関係法令等の適用  

定期点検は、建築基準法（昭和25年法律第201号）及び同法に基づく関係規定（以下、

「関係法令等」という。）によることとする。 

また、本仕様書に記載されていない事項は、以下のものをそれぞれ適用すること。  

・「特定建築物定期調査業務基準 2025年改訂版」 （編集発行：一般財団法人日本建築

防災協会）  



・「建築設備定期検査業務基準書 2023年版」 （編集発行：一般財団法人日本建築設備

・昇降機センター、編集協力：国土交通省住宅局参事官付）  

・「防火設備定期検査業務基準 2025年改定版」 （編集発行：一般財団法人日本建築防

災協会） 

(6) 定期点検結果報告  

定期点検結果報告書として以下を準用して作成し、報告すること。 

    （敷地及び構造）以下の書類を準用すること。 

   ・定期調査報告書（建築基準法施行規則第５条） 

   ・調査結果表 別記第１号（国土交通省告示） 

   ・調査結果図 別添１様式（国土交通省告示） 

   ・調査結果図 別添第１の２様式（国土交通省告示） 

・関係写真 別添２様式（国土交通省告示） 

  （建築設備（昇降機を除く））以下の書類を準用すること。 

   ・定期調査報告書（建築設備等（昇降機をのぞく））（建築基準法施行規則第６条） 

   ・検査結果表（各設備） 別記第１～４号（国土交通省告示） 

   ・各評価表、測定表、記録表 別表１～４（国土交通省告示） 

・関係写真 別添様式（国土交通省告示） 

（防火設備）以下の書類を準用すること。 

   ・定期調査報告書（防火設備）（建築基準法施行規則第６条） 

   ・検査結果表（各防火設備） 別記第１～４号（国土交通省告示） 

   ・検査結果図 別添１様式 （国土交通省告示） 

・関係写真 別添２様式 （国土交通省告示） 

  



第６ シャッター設備保守点検業務 

１ 一般的事項 

 (1) 当該業務は、府庁西側施設におけるシャッター設備についての保守点検を目的として

いるものであり、本仕様書に明記されていない事項であっても、目的達成に必要な細部

の事項については、甲乙協議の上、実施するものとする。 

 (2) 当該業務の実施に当たっては、甲の指定する職員とあらかじめ日程等について打合わ

せを行い、府庁西側施設の業務等に支障のないよう注意しなければならない。 

 (3) 府庁西側施設の清掃業務、その他設備の定期点検業務等が行われる場合には、関係業 

   者等と相互に連絡及び協調して、業務を円滑に遂行するよう努めなければならない。 

 

２ 保守点検業務 

 (1) 対象設備                                       

    ア  電動 式ス チー ル シ ャッ ター                （W7540×H4200） １台 

    イ  電動 式ス チー ル シ ャッ ター                （W4795×H4200） １台 

    ウ  電動 式ス チー ル シ ャッ ター                （W9125×H3450） １台 

    エ  電動 式ス チー ル シ ャッ ター                （W5050×H2950） １台 

    オ  電動 式ス チー ル シ ャッ ター                （W5050×H2950） １台 

    カ  煙式スチールシャッター1.6m/m （W4700×H2350） ２台 

 (2) 保守点検回数 

    ア 保守点検は年１回 

        （参考：現在は、10月に実施） 

 (3) 保守点検内容 

    ア 下記の内容の点検を行い、必要に応じて保守その他の装置を適切に講じるものとす

   る。 

     (ｱ) 電動式スチールシャッター及び煙式スチールシャッター 

        a   外観点検 

            下記の外観点検を行う。 

          ・ 点検口の状態  

          ・  降下位置障害 

          ・  操作障害 

          ・  警告表示・操作説明ラベル 

        ｂ 機能点検    

            下記の機能点検を行う。 

          ・  開閉機 

          ・  ブレーキ装置 

          ・  手動装置 

          ・  スプロケット・ローラーチェーン 

          ・  巻取りシャフト・ブラケット 

          ・  スラット・吊り元 

          ・  座 板 

          ・  ケース・まぐさ・押し車 

          ・  ガイドレール 

          ・  制御盤 

          ・  リミット・エマーゼンシースイッチ 



          ・  押しボタンスイッチ 

          ・  ヒューズ装置 

          ・  手動閉鎖装置 

          ・  自動閉鎖装置 

          ・  連動制御装置・バッテリー 

          ・  遮煙装置（材） 

          ・  絶縁抵抗 

        ｃ 動作確認 

            下記の動作確認を行う。 

          ・  降下状況 

          ・  降下速度 

          ・  巻上状況 

          ・  煙（熱）感知器・ヒューズテスト 

          ・  障害物検知装置 

 (4) 契約外業務 

    ア 取扱不良又は天災等の不可抗力に起因する故障修理 

    イ 本体及び付帯機器の移動又は変更に起因する 

 (5) その他 

    ア 故障等緊急事項が発生した場合は、直ちに技術員を派遣し、処置するものとする。

  イ 保守点検を終了したときは、速やかに点検報告書を甲の指定する職員に提出し、承

   認を得るものとする。 

    ウ 各機器が故障により交換等を必要としたときは、甲乙協議の上、別途代金を甲が支

   払うものとする。 

        ただし、消耗品及び小部品は乙が負担するものとする。 

 



第７ セキュリティシステム設備保守点検業務 

１ 一般的事項 

 (1) 当該業務は、府庁西側施設におけるセキュリティシステム設備についての保守点検を

目的としているものであり、本仕様書に明記されていない事項であっても、目的達成に

必要な細部の事項については、甲乙協議の上、実施するものとする。 

 (2) 当該業務の実施に当たっては、甲の指定する職員とあらかじめ日程等について打合わ

せを行い、府庁西側施設の業務等に支障のないよう注意しなければならない。 

 (3) 府庁西側施設の清掃業務、その他設備の定期点検業務等が行われる場合には、関係業

者等と相互に連絡及び協調して、業務を円滑に遂行するよう努めなければならない。 

 

２ 保守点検業務 

 (1) 対象設備 

ア  センター装置 １式 

イ  カード発行機 １式 

ウ  アクセス制御盤 13台 

エ  非接触カードリーダー 94台 

オ  無停電電源装置 ８台 

カ  パッシブセンサー 88台 

キ スイッチングHUB ４台 

ク プリンタ １台 

 (2) 業務内容 

乙は、教育訓練された監督技術者及び作業員を派遣し、セキュリティシステム設備を良

好かつ安全な状態に保つようメンテナンスを実施するものとする。 

ア 次の①の装置に対して、６箇月に１回定期的に点検、調整を行い、乙の判断により

必要と認めた場合は、修理又は取替えを行うものとする。（ただし、電気錠及び通

電金具は含まない。） （参考：現在は、9･3月に実施） 

なお、修理又は取替えの範囲は、次の②のとおりとし、各装置の点検、調整を行

った場合は、侵入発報テスト及びシステム総合動作確認を行うものとする。 

  ① 点検項目等 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

装置名 点検内容 周期 

  

  

  

セ 

ン 

タ 

ー 

装 

置 

  

  

  

  

 

センター装置 

外観検査 

システム終了・立上げ動作確認 

システムデーターの解析・異常確認 

記録データーの異常確認 

コネクター接続部確認 

端子弛み確認 

プリント基盤セット状態確認 

入出力電圧確認 

信号レベル測定 

各部の清掃 

 

 

 

 

１回／６箇月 

システムデーターの退避 随    時 

 

ＴＦＴ 

外観検査 

コントラスト確認 

       

１回／６箇月 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

 

コネクター接続部確認 

ＣＲＴ動作確認 

各部の清掃 

 

１回／６箇月 

 

卓上操作盤 

外観検査 

キー入力の確認 

マウス動作確認 

各部の清掃 

       

１回／６箇月 

  

  

  

カ 

ー 

ド 

発 

行 

機 

 

カード発行機 

管理ＰＣ  

外観検査 

システム終了・立上げ動作確認 

システムデーターの解析・異常確認 

記録データーの異常確認 

コネクター接続部確認 

端子弛み確認 

プリント基盤セット状態確認 

入出力電圧確認 

信号レベル測定 

各部の清掃 

       

１回／６箇月 

       

       

       

       

       

       

       

       

システムデーターの退避 随    時 

 

カード発行装置 

外観検査 

動作確認 

各部の清掃 

 

１回／６箇月 

 

 

ＴＦＴ 

外観検査 

コントラスト確認 

コネクター接続部確認 

ＴＦＴ動作確認 

各部の清掃 

 

 

１回／６箇月  

   

卓上操作盤 

外観検査 

各部の清掃 

キー入力確認 

マウス動作確認 

 

１回／６箇月 

  

アクセス制御盤 

外観検査 

取付けの状態確認 

内部機能点検 

絶縁状態確認 

端子弛み確認 

入出力信号レベル確認 

入出力電圧確認 

各部の清掃 

 

 

 

１回／６箇月 

  

非接触カードリーダー 

外観検査 

取付けの状態確認 

内部機能点検 

絶縁状態確認 

カードリーダー動作確認 

 

 

１回／６箇月 

 

 



コネクター接続部確認 

ケーブル損傷点検 

各部の清掃 

 

１回／６箇月 

  

無停電電源装置 

外観検査 

取付けの状態確認 

内部機能点検 

絶縁状態確認 

端子弛み確認 

バッテリ－電圧確認 

交流停電動作確認 

入出力電流確認 

表示ランプ状態確認 

各部の清掃 

 

 

 

 

１回／６箇月 

  

パッシブセンサー 

外観検査 

取付け状態確認 

感度確認 

各部の清掃 

 

１回／６箇月 

  

スイッチングＨＵＢ 

外観検査 

取付け状態確認 

感度確認 

各部の清掃 

 

１回／６箇月 

  

プリンタ 

外観検査 

印刷状態確認 

各部の清掃 

 

１回／６箇月 

  

  ② 修理又は取換え対象部品 

 装置名 修理・交換対象部品 備考 

           

センター装置 

キーボード 

マウス 

ＴＦＴ 

サーバー、プリンタ用トナー、

印刷用紙は別途 

           

カード発行機 

キーボード 

マウス 

ＴＦＴ 

管理ＰＣ、カード発行装置、カ

ード発行装置インクリボン、印

字ヘッドは別途 

アクセス制御盤 アクセス制御盤   

非接触カードリーダー 非接触カードリーダー  

無停電電源装置 無停電電源装置   バッテリーは別途 

パッシブセンサー パッシブセンサー  

スイッチングＨＵＢ スイッチングＨＵＢ  

プリンタ プリンタ 交換は別途 

 

ア 甲が停電試験及び各種試験を行う時には、乙は立会いをすることとする。ただし、

甲が特に認めた場合はこの限りでない。 

イ 保守点検は、特に定めのない場合は、乙の就業時間に実施するものとする。 ただ



し、セキュリティシステム設備が故障の場合は、乙の就業時間外においても速やか

に技術員を派遣し、処置するものとする。 

 

３ 別途工事等 

 (1) 不適当な使用及び管理その他乙の責めによらない事由のために生じた修理又は取替工

事は、この仕様に含まれない。 

(2) 諸法規の改正又は官公署の命令若しくは指示による設備の改造及び新規付属物の追加

に関する工事は、この仕様に含まれない。 

(3) 天災及び甲の過失による故障の場合は、甲の負担とする。 

 

４ その他 

業務が完了したときは、速やかに点検報告書を甲が指定する職員に提出し、承認を得るも

のとする。 

  



第８ ねずみ等防除業務 

１ 一般的事項 

 (1) 当該業務は、府庁西側施設における、建築物における衛生的環境の確保に関する法律

施行令第２条第３号に規定するねずみ等の防除を目的としているものであり、本仕様書

に明記されていない事項であっても、目的達成に必要な細部の事項については、甲乙協

議の上、実施するものとする。 

 (2) 当該業務の実施に当たっては、甲の指定する職員とあらかじめ日程等について打合わ

せを行い、府庁西側施設の業務等に支障のないよう注意しなければならない。 

 (3) 府庁西側施設の清掃業務、その他設備の定期点検業務等が行われる場合には、関係業

者等と相互に連絡及び協調して、業務を円滑に遂行するよう努めなければならない。 

 

２ 防除実施基準 

業務に当たっては以下の方法で実施するとともに、別に指定する薬剤等を使用し、事故の

防止に万全の措置をとること。 

(1) 生息調査内容 

目視調査、トラップ調査、だに検査等を行い生息状況を把握する。 

 ア 目視調査  

対象場所を目で確認しながらごきぶり等の生息や糞、汚れの有無を調査する。 

イ トラップ調査 

調査用トラップを３～７日間設置し、１日１トラップ当たりに換算した値を求めて

指数とし、ごきぶり等の分布状況とおおよその密度を推定する。 

ウ だに検査 

各フロアのポイントを掃除機でごみ採取し、各箇所１㎡当たり１㌘中のだに生息数

を調査する。 

(2) 防除施工方法 

生息調査を行った上で、環境に配慮して薬剤散布を行うこと。（むやみな薬剤散布や

過剰な薬剤散布は避けること。） 

生息のあった区域には駆除作業を実施し、発生のおそれのある排水槽等については予

防の措置を講じること。 

また、ねずみ等の発生が見られ、対策を行った区域に対しては、生息調査と同様の方

法により処理後１ヶ月以内に効果調査を行うこと。 

効果判定において維持管理基準を達成していない箇所にあっては、原因を調査して再

度防除作業を実施すること。 

ア 作業手順（別添生息調査ポイント参照） 

(ｱ) 各フロアに衛生害虫調査用粘着トラップを配置する。 

(ｲ) 各フロアにだに生息調査用サンプリングを行う。 

(ｳ) １週間後、だに生息状況データ及び調査用トラップの衛生害虫生息状況を確認 

し、駆除方法を選定する。 

(ｴ) (ｳ)の結果に応じて適切な防除作業選定、府担当者と協議の上防除作業を行う。 

 

３ 防除箇所及び防除方法等 

調査箇所 ごきぶり調査 だに調査 

４階 ８ ３ 



３階 ８ ３ 

２階 ８ ３ 

１階 ９ ３ 

地階 １ ０ 

合計 34 12 

  

※１ 生息調査方法 

  ①ごきぶり 目視調査、トラップ調査 

  ②だに だに検査 

 （１㎡あたりの室内塵を採取し、生息調査を実施） 

  ③うじ、ぼうふら 目視調査 

 

※２ ポイント数基準 

①ごきぶり 概ね水回り(トイレ・湯沸かし室)の数により設置 

②だに 無作為に３ポイント抽出 

 

４ 従業者の健康管理等 

消毒営業取締条例（昭和25年京都府条例第３号）及び同条例施行規則に定めるところによ

り、従業者の健康及び服装について注意を払うこと。 

 

５ 実施日時 

 (1) 生息調査及び防除作業（生息調査含む）は、前期（契約日から９月末日まで）及び後

期（10月１日～３月末日まで）の２回とし、原則として生息調査及び防除作業は日曜日

及び土曜日又は祝日に行うこと。（参考：現在は、9･3月に実施） 

(2) 生息調査の結果により防除方法を甲乙協議し決定のうえ防除作業を行うこと。 

(3) 生息調査及び防除作業の実施時期及び細部の日程等については、あらかじめ甲の指定

する職員と打合せを行い、府の業務に支障がないようにすること。 

 

６ その他 

 (1) 事故等緊急事態が発生したときは、甲の指定する職員に連絡するとともに直ちに処置

するものとする。 

 (2) 防除作業を終了したときは、速やかに報告書を提出するものとする。 

 (3) 防除作業中に発生した不具合については、その都度報告書を提出するものとする。 

(4) その他本仕様書に定めのない事項について疑義が生じたときは、甲と乙は協議の上、

これを定めるものとする。 

  



第９ 自動ドア設備保守点検業務 

１ 一般的事項 

 (1) 当該業務は、府庁西側施設のうち、西別館側の自動ドア設備についての保守点検を目

的としているものであり、本仕様書に明記されていない事項であっても、目的達成に必

要な細部の事項については、甲乙協議の上、実施するものとする。 

 (2) 当該業務の実施に当たっては、甲の指定する職員とあらかじめ日程等について打合わ

せを行い、府庁西側施設の業務等に支障のないよう注意しなければならない。 

 (3) 府庁西側施設の清掃業務、その他設備の定期点検業務等が行われる場合には、関係業

者等と相互に連絡及び協調して、業務を円滑に遂行するよう努めなければならない。 

 

２ 保守点検業務 

 (1) 対象設備 

京都府庁西別館（東玄関） 両引き自動ドア ＤＳＮ－１５０Ｄ（ナブコドア株式会社製） ２基 

(2) 業務内容 

 乙は、教育訓練された監督技術者及び作業員を派遣し、自動ドア設備を良好かつ安全

な状態に保つようメンテナンスを実施するものとする。 

ア フルメンテナンス契約 

次の部品に対して、３箇月に１回以上定期的に点検、調整を行い、必要に応じて給

油し、乙の判断により必要と認めた場合は、修理又は取替えを行うものとする。

（参考：現在は、5･8･11･2月に実施） 

（オーバーホールを含む。ただし、サッシ、ガラス等の建具類は、含まない。） 

エンジン本体、コントローラー、連結機構、チェーン、ワイヤー、ハンガレール、

ハンガー、手元スイッチ、スイッチ（レーダー・熱線）、光電スイッチ（安全

用）、リレー、ヒューズ、オイル、パッキン、リング各種ビス、ナット、ボルト等

一式、扉下部フレ止め、錠受け 

イ 保守点検の内容 

(ｱ) ドアーエンジン装置各部の点検及び調整 

(ｲ) ドアーエンジン開閉速度、クッション作動の異常有無の点検及び調整 

(ｳ) ドアーエンジン装置の電気回路の異常有無の点検及び調整 

(ｴ) ドアーエンジン操作スイッチ感度の点検及び調整 

(ｵ) オイル漏れの点検及び調整 

(ｶ) オイル不足、潤滑油不足の有無の点検及び補充 

(ｷ) ドアーが当たっていないか、擦れていないかの点検整備 

(ｸ) 消耗度の甚だしい部品の点検及び取替え 

(ｹ) その他の点検及び調整 

ウ 保守点検は、特に定めのない場合は、乙の就業時間に実施するものとする。ただ

し、自動ドアが故障の場合は、乙の就業時間外においても、速やかに技術員を派遣

し、処置するものとする。 

 

３ 別途工事等 

(1) 業務内容で定める修理又は取替えの範囲は、自動ドア又は付属装置を通常使用する

場合に、当然生ずべき磨耗及び損傷に限るものとし、不適当な使用及び管理その他乙

の責めによらない事由のために生じた修理又は取替工事は、この仕様に含まれない。 

(2) 諸法規の改正又は官公署の命令若しくは指示による設備の改造及び新規付属物の追



加に関する工事は、この仕様に含まれない。 

(3) 天災及び甲の過失による故障の場合は、甲の負担とする。 

 

４ その他 

業務が完了したときは、速やかに点検報告書を甲の指定する職員に提出し、承認を得る

ものとする。 

  



第 10 昇降機設備保守点検業務 

１ 一般的事項 

(1) 当該業務は、府庁西側施設のうち、西別館側の昇降機設備についての保守点検を目的

としているものであり、本仕様書に明記されていない事項であっても、目的達成に必要

な細部の事項については、甲乙協議の上、実施するものとする。 

 (2) 当該業務の実施に当たっては、甲の指定する職員とあらかじめ日程等について打合わ

せを行い、府庁西側施設の業務等に支障のないよう注意しなければならない。 

 (3) 府庁西側施設の清掃業務、その他設備の定期点検業務等が行われる場合には、関係業

者等と相互に連絡及び協調して、業務を円滑に遂行するよう努めなければならない。 

 

２ 総  則 

この仕様書は、昇降機設備を適切かつ適正に点検・整備することにより、引き続き円滑な

運転・管理の確保を図るために必要な事項を定めるもので、業務の実施に当たっては、本仕

様書等に基づき実施するものとする。 

 

３ 遵守事項 

電気事業法、建築基準法、労働安全衛生法、クレーン等安全規則並びに昇降機の維持及び

運行の管理に関する指針、関係例規、基準を遵守し、円滑な進行を図ること。 

 

４ 保守点検業務 

 (1) 対象設備 

名  称 仕  様 

機種名及び製造メーカー 
ＶＦⅢ－Ｐ１５－ＣＯ－９０－５Ｆ 

日本エレベーター製造株式会社製 

ＶＦⅢ－Ｐ１５－ＣＯ－９０－５Ｆ 

日本エレベーター製造株式会社製 

号機 ３号機 ４号機 

型式 ロープ式乗用エレベータ ロープ式乗用エレベータ 

駆動方式 交流可変数値数制御 交流可変数値数制御 

グループ運転 ２カーグループ（４号機） ２カーグループ（３号機） 

積載能力 1，000ｋｇ（15 名） 1，000ｋｇ（15 名） 

かごの速度 毎分 90 メートル 毎分 90 メートル 

運転方式 乗用全自動方式 乗用全自動方式 

電動機容量 11ｋｗ 11ｋｗ 

昇降工程 16ｍ 16ｍ 

停止階数 B１～４F B１～４F 

出入口寸法 W900×H2100（ｍｍ） W900×H2100（ｍｍ） 

出入口戸の開閉 ２枚戸中央開き ２枚戸中央開き 

三方枠形状 大枠 大枠 

電源（動力用） 3 相 3 線 200V60Hｚ 3 相 3 線 200V60Hｚ 

電源（照明用） 単相 100V 単相 100V 

鋼索 12Φ×6 本 12Φ×6 本 

インジケーター デジタル式 デジタル式 

カーポジションインジケーター デジタル式 デジタル式 



かご寸法 
W1600×Ｄ1500×H2300（ｍ

ｍ） 

W1600×Ｄ1500×H2300（ｍ

ｍ） 

かご戸の開閉 電動式２枚戸中央開き 電動式２枚戸中央開き 

かご操作盤 ステンレススチール ステンレススチール 

乗場ボタン・位置表示器 タッチ式・フラッシュランプ タッチ式・フラッシュランプ 

通話装置 同時通話式インターホン 同時通話式インターホン 

管制装置 

地震管制 地震管制 

火災管制 火災管制 

停電管制 停電管制 

その他 
音声合成アナウンス 車いす仕様 

  音声合成アナウンス 

設置年度 1996 年 1996 年 

(2) 業務内容 

本業務は、フルメンテナンス契約とし、保守点検業務（定期点検整備、緊急対応、故障

対応、品質検査、総合調整、予防保全的整備及び機器、部品、消耗部品等の調整、修理及

び交換等の一切を行う。）は計画的に施行するとともに、機器及び付属品について正常で

ないと認められ、安全な運転が妨げられる恐れがあると判断したときは、これらについて

取替え又は修理を速やかに行わなければならない。 

乙は、教育訓練された技術員（昇降機等検査員資格者：以下「技術員」という。）及び

同資格者に準ずる技術員を派遣し、昇降機設備を良好かつ安全な状態に維持しなければな

らない。 

ア 毎月１回定期的に、技術員及び同資格者に準ずる技術員の２名以上による保守点検

業務を円滑に行うこと。 

イ 年１回定期に技術員及び同資格者に準ずる技術員の２名以上による総合的な機能を

確認する定期検査を行うこと。（参考：現在は、2 月に実施） 

ウ 昇降機の異常、閉じ込めの発生など緊急時には、乙は技術員及び同資格者に準ずる

技術員を２名以上 30 分以内に派遣し、速やかに原因を究明するとともに修理等を

行うこと。また、当該設備への派遣体制ついては、あらかじめ甲の承認を受けるこ

と。 

エ 機器本体及び当該設備機器を設置している機械室は、清掃を行い絶えず清潔に保つ

こと。 

オ 修理・工事等の予測箇所は年度別修理工事予測表を参考とすること。 

(3) 業務実施計画等 

ア 業務実施計画 

本業務を適切かつ適正に実施するため、業務の実施に先立ち業務実施計画書（３年

分）を作成し、甲に提出の上承諾を受けること。 

イ 安全衛生管理 

作業員の安全衛生に関する管理は、技術員が責任者となり関係法令に従って行うこ

と。 

ウ 危険防止の処置 

点検等の作業に当たっては、常に整理整頓を行い、必要な安全措置を講じ事故防止

に努めること。また、作業場所若しくはその周辺において第三者が立ち入るおそれ

がある場合には、危険防止に必要な措置を講じ事故発生を防止すること。 



(4) 業務の実施 

ア  業務実施計画に基づき、毎月１回以上定期的に保守点検業務を円滑に実施するこ

と。なお、点検日時については、前月の 20 日までに、甲に提出し承認を受けるこ

と。 

イ 年１回定期に技術員による昇降機の総合的な機能を確認する検査を行い、定期検査

報告書を作成し、甲に報告すること。 

ウ  国土交通省（住宅局建築指導課）の定める「昇降機の適切な維持管理に関する指

針」 別添２ エレベーター保守・点検業務標準仕様書に掲げる点検項目、点検内

容、周期に基  づき、適切な点検等を行うこと。 

エ  概ね一年程度以内に行うべき定期交換部品の交換及び消耗品は、定期点検に併せて

交換を行うこと。 

オ  業務実施後、引き続き円滑な運転に支障の生じるおそれが発見された場合は、速や

かに甲に報告するとともに、甲の指示に基づき必要な措置を講じること。 

カ  廃棄物等は場外処分とし、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」及び関係法令に

基づき適正に処理を行うこと。また、処分に当たっては、許可を受けた処分場にて

適切に処分し、マニフェストを甲に提出すること。 

ク 土日・祝祭日（以下「休日」という。）などの本府閉庁日の業務の実施 

休日などの本府閉庁日に業務を実施する場合は、事前に承認を受けること。 

ケ 写真撮影 

点検等を実施する場合は、業務着手前、業務実施中、業務完了後のそれぞれについ

て必要な写真撮影を行い、業務の実施状況が確認できるようにするとともに、撮影

した写真を甲に提出すること。 

コ 修理及び取替等の完了時  

別紙年度別修理工事予測表に基づき、修理及び取替等を行い、完了したときは、報

告書を甲に提出すること。なお、予定の年度より早い時期に修理及び取替等を行う

必要が生じた場合は、事前に甲の承諾を受け、実施するものとする。 

(5) 報 告 等 

ア 点検報告書（月１回）及び定期検査報告書（年１回） 

点検又は定期検査終了後、速やかに報告書を提出し、甲の承諾を受けるものとす

る。 

イ 業務完了報告書 

業務が完了したときは、業務実施状況を取りまとめた報告書を作成し、業務完了後

甲に提出すること。 

ウ 報告書式 

書式類は、建築保全業務報告書作成の手引き（一財）建築保全センター発行の書式

に準じた書式とし、あらかじめ甲の承諾を受けること。 

 

５ 臨機の対応 

 緊急時における臨機の対応については、甲の指示に基づき業務範囲を越えた業務について

も対応すること。 

 

６  費用負担 

 本契約の履行に必要となる全ての費用は、10(1)アからエの費用を除き、乙の負担とす

る。 



７ 交換部品、消耗品 

エレベーターの維持管理に必要な交換部品及び消耗品は、キャビネットなどを利用し緊急

事態（軽故障・重故障）等に備えて、乙の費用にて昇降機機械室に常備すること。 

 

８  派遣体制 

 作業時間は、原則開庁日（平日）の８：３０～１７：１５とする。（緊急時は除く） 

 (1) 緊急時に必要な技術員の確保及び技術員の派遣が出来る体制を確保すること。 

 (2) 業務上支障ある作業は、深夜等の時間外に行う場合があること。 

 (3) 技術員は、２４時間体制で確保すること。 

 

９  特記事項 

  緊急時の対応に備え、エレベーター設備の扉の開閉について、年１回以上甲の指定する者   

を乙の負担にて研修すること。 

 

10  用語の定義 

 (1) 「フルメンテナンス契約」とは、検査点検及び保守、部品、消耗品の調整、修理及び

交換を行う。ただし、次のものは除く。 

ア 機械室内建物付属設備(照明及び換気装置など)の修理 

イ 昇降路周壁及びガラスの修理 

ウ 巻上機、モーター等の機器一式取替 

エ 下記項目に対する仕上直し(塗装、メッキ直し)、修理又は交換、清掃 

(ｱ) かご室及び戸 

(ｲ) 三方枠及び乗り場戸 

(ｳ) 敷居 

(ｴ) かご床タイル 

 (2) 「定期点検」とは、昇降機の部分について損傷、変形、腐食、異臭その他の異常の有

無を定期的に調査することをいい、保守又はその他の措置が必要か否かの判断を行うこ

とをいう。 

 (3) 「保守」とは、点検の結果に基づき昇降機の機能の回復又は危険の防止のために行う

消耗品の取替え、注油、塗装その他これらに類する軽微な作業をいう。 

 

11  その他 

その他本仕様書に記載されていないことで疑義が生じたときは、その都度甲乙協議の上決

定する。 

  



第 11 自家用電気工作物保安管理業務 

第１条（総則） 

この仕様書は，府庁西側施設における自家用電気工作物保安管理業務についてのもので

ある。 

第２条（目的） 

この仕様書は，電気事業法第43条第１項に基づく同施行規則第52条第２項の規定によ

り，発注者（以下「甲」という。）が設置する自家用電気工作物の工事，維持及び運用に

関する保安の監督に係る業務（以下「保安管理業務」という。）を委託するにあたり，委

託契約書を補うと共に，受託人（以下「乙」という。）が実施すべき事項に関する仕様を

定めることを目的とする。 

第３条（用語の定義） 

この仕様書において使用する用語は，委託契約書，電気事業法，電気事業法施行令及び

電気事業法施行規則（以下「施行規則」という。）において使用する用語の例による。 

第４条（契約に係る要件） 

１ 乙は，施行規則第52条の２の各号に掲げる事業者の区分に応じ，当該各号に規定する

要件を満たしていることとし，この契約により委託する事業場（以下「委託事業場」と

いう。）が複数である場合を含め，そのすべての委託事業場について外部委託承認を得

られる要件を満たしていること。 

２ 乙は，前項の要件を満たさないこととなった場合は，速やかに甲に報告すること。 

第５条（委託事業場の概要） 

委託事業場の概要は，別紙１のとおりとする。 

第６条（委託する事項） 

甲の保安規程に基づき，甲が乙に委託する保安管理業務は，次の各号の業務とする。 

(1) 契約書第１条に掲げる電気工作物の工事，維持及び運用について定期的な点検，測定

及び試験を行い，その結果を報告するとともに経済産業省令で定める電気設備に関する

技術基準（以下「技術基準」という。）の規定に適合しない事項又は適合しないおそれ

があるときは，とるべき措置について甲に指示又は助言すること。 

(2) 電気事故その他電気工作物に異常が発生し又は発生するおそれがある場合において，

甲又は電力会社等から通知を受けたときは，事故原因の調査，応急措置の助言，再発防

止策の提言等を行うとともに，必用に応じて臨時点検を行うこと。 

(3) 電気事業法第106条の規定に基づく電気事故報告の作成及び手続きの助言を行うこと。 

(4) 電気事業法第107条第３項に基づく立入検査の立会を行うこと。 

(5) 電気工作物の工事，維持及び運用に関する監督官庁への提出書類及び図面について，

その作成及び手続きの助言を行うこと。 

(6) 電気工作物の設置又は変更の工事について，設計の審査及び竣工検査を行い，必要に

応じてとるべき措置を報告すること。 

(7) 電気工作物の設置又は変更の工事について，甲の通知を受けて工事中の点検を行い，

必要に応じてとるべき措置を報告すること。 

(8) 電気工作物の維持及び運用が適正に行われるよう，必要な資料を作成することとし，

関係法令等に規定する技術基準に適合しない事項があるときは，必要な助言，指導及び

報告を行うこと。 

(9) 保安規程の内容に変更が必要な場合は，経済産業大臣等への保安規程変更届出書等の

作成及び提出を行うこと。 

(10) 電気工作物が廃止される場合は，経済産業大臣等への廃止届の作成及び提出を行うこ



と。 

(11) 年次点検の際に，変圧器，電力用コンデンサー，計器用変成器，リアクトル，放電コ

イル，電圧調整器，整流器，開閉器，遮断器，中性点抵抗器，避雷器及びＯＦケーブル

が，「ポリ塩化ビフェニルを含有する絶縁油を使用する電気工作物等の使用及び廃止の

状況の把握並びに適正な管理に関する標準実施要領（内規）」に掲げる高濃度ポリ塩化

ビフェニル含有電気工作物に該当するか確認を行うこと。 

(12) 本仕様書に明示されていない事項であっても，技術上，業務完了上当然に必要と認め

られることは乙の責任において実施すること。 

第７条（点検方法および頻度） 

第６条第１項に定める定期的な点検，測定及び試験の実施は，別紙２のとおりとする。 

第８条 （連絡責任者等） 

１ 甲は，電気工作物の工事，維持及び運用に関する保安のために必要な事項を乙に連絡

するための連絡責任者を選任するものとする。なお，設備容量が，6,000キロボルトアン

ペア以上となる場合の連絡責任者は，第一種電気工事士又はそれと同等以上の資格を有

するものとする。 

２ 甲は，前項の連絡責任者に事故がある場合は，その業務を代行させるための代務者を

定めるものとする。 

３ 甲は，連絡責任者又は代務者を，乙の行う保安管理業務に立ち合わせることに努める

ものとする。 

第９条（保安業務担当者等） 

１ 乙は，保安管理業務を実施する者（以下「保安業務担当者」という。）を選任するも

のとする。 

２ 保安業務担当者は，施行規則に適合する者とする。 

３ 乙が，施行規則第52条の２第１号に掲げる事業者の区分（以下「個人事業者」とい

う。）に属する場合，保安業務担当者は，病気又は甲の承認した事由により，この契約

の業務を行い難いときは，乙の指定する電気事業法に基づく電気主任技術者免状の交付

を受けた者（以下「代行者」という。）をもって，保安管理業務を代行させることがで

きるものとする。 

４ 乙が，施行規則第52条の２第２号に掲げる事業者の区分（以下「法人」という。）に

属する場合，保安業務担当者は，必要に応じ他の保安業務担当者（以下「保安業務従事

者」という。）に，保安管理業務の一部を実施させることができるものとする。 

５ 乙は，保安業務担当者及び代行者若しくは保安業務従事者（以下「保安業務担当者

等」という。）について，氏名，生年月日，電気主任技術者免状の種類及び番号を書面

をもって甲に報告すること。なお，保安業務担当者等の変更を行う必要が生じた場合に

あっても同様とする。 

６ 保安業務担当者等は，必要に応じ補助者を同行し，保安管理業務の実施を補助させる

ことができる。 

７ 乙は，保安業務担当者等の選任にあたっては，大規模災害等の際における緊急出動に

対応可能な体制を確保すること。 

８ 甲は，乙と委託契約を締結するにあたり，乙の保安業務担当者と面接等を行い，本人

確認を行うものとする。 

９ 保安業務担当者等及び補助者は点検等を行う際，甲に身分証明書を提示すること。 

 

 



第10条（業務管理） 

１ 保安業務担当者は，業務の技術上の管理をつかさどるほか，業務の実施中は契約の履

行に関し業務現場において，その運営及び取締りを行う。 

２ 業務現場における業務の安全衛生に関する管理は，保安業務担当者が責任者となり，

関係法令に従ってこれを行う。ただし，別に責任者が設けられた場合は，これに協力す

る。 

３ 乙は，業務現場において業務に関し，常に整理整頓を行い，事故の防止に努める。 

４ 乙は，業務の実施に伴う災害及び公害の防止について，関係法令に従い適切に処置す

るとともに特に次の各号を守らなければならない。 

(1) 第三者に災害をもたらしてはならない。 

(2) 公害の防止に努める。 

(3) 善良な管理者の注意をもってしても，なお災害の発生するおそれのある場合の処置に

ついては，甲と協議する。 

５ 乙は，業務の実施に伴い，機器等で汚染又は損傷のおそれのあるものは，適切な方法

で養生を行う。 

６ 乙は，業務の完了に際しては，当該業務に関連する部分の後片付けを行う。 

第11条（委託範囲の原則） 

保安業務担当者は保安規程に基づき，保安管理業務を自ら実施する。ただし，次の(1)

から(4)までに掲げる自家用電気工作物であって，保安業務担当者の監督の下で点検が行

われ，かつ，その記録が保安業務担当者により確認されているものに係る保安管理業務に

ついては，この限りではない。 

(1) 設備の特殊性のため，専門の知識及び技術を有する者でなければ点検を行うことが困

難な自家用電気工作物（例えば，次のアからオまでのいずれかに該当する自家用電気工

作物） 

ア 建築基準法（昭和25年法律第201号）第12条第３項の規定に基づき，一級建築士等の

検査を要する建築設備 

イ 消防法（昭和23年法律第186号）第17条の３の３の規定に基づき，消防設備士免状の

交付を受けている者等の点検を要する消防用設備等又は特殊消防用設備等 

ウ 労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）第45条第２項の規定に基づき，検査業者等

の検査を要することとなる機械 

エ 機器の精度等の観点から専門の知識及び技術を有する者による調整を要する機器

（医療用機器，オートメーション化された工作機械群等） 

オ 内部点検のための分解，組立に特殊な技術を要する機器（密閉型防爆構造機器等） 

(2) 設置場所の特殊性のため，電気管理技術者等が点検を行うことが困難な自家用電気工

作物（例えば，次のアからオまでのいずれかの場所に設置される自家用電気工作物） 

ア 立入に危険を伴う場所（酸素欠乏危険場所，有毒ガス発生場所，高所で危険作業を

伴う場所，放射線管理区域等） 

イ 情報管理のため立入が制限される場所（機密文書保管室，研究室，金庫室，電算室

等） 

ウ 衛生管理のため立入が制限される場所（手術室，無菌室，新生児室，クリーンルー

ム等） 

エ 機密管理のため立入が制限される場所（独居房等） 

オ 立入に専門家による特殊な作業を要する場所（密閉場所等） 

(3) 事業場外で使用されている可搬型機器である自家用電気工作物 



(4) 発電設備のうち電気設備以外である自家用電気工作物 

第12条（低圧絶縁監視装置） 

１ 乙は，保安管理業務の実施に伴い，低圧絶縁監視装置を設置することができる。ただ

し低圧絶縁監視装置とは，低圧電路（440Ｖ以下）の絶縁状況を，乙の情報監視センター

等において24時間監視する装置である。 

２ 低圧絶縁監視装置から警報が出た場合（警報動作電流（設定の上限値は50ミリアンペ

アとする。）以上の漏えい電流が発生している旨の警報（以下，「漏えい警報」とい

う。）を連続して5分以上受信した場合，又は5分未満の漏えい警報を繰り返し受信した

場合）は，乙は連絡責任者に連絡し，当該電気工作物の状態を確かめるとともに，保安

業務担当者等に指示し，次の各号の措置を行うものとする。 

(1) 警報発生の原因を調査し，適切な措置を行うこと。 

(2) 警報発生時の受信の記録を３年間保存すること。 

３ 低圧絶縁監視装置は，設定値の確認及び試験釦による検知動作の確認，設定値におけ

る誤差の確認及び警報を乙に自動伝送する場合の伝送試験を毎年１回以上（年度当初）

行うこと。また，常に正常に稼働するように乙の責任の下でメンテナンスを行うこと。 

４ 乙は，この契約が消失したときは低圧絶縁監視装置を撤去すること。 

５ 甲は，低圧絶縁監視装置を設置する場所の提供，電灯配線等既設設備の利用について

便宜を供する。 

６ 低圧絶縁監視装置の仕様及び設置は，次の各号による。 

(1) 対象 低圧回路・24時間監視 

(2) 検出方式 Ior方式又はIo方式 

(3) 検知箇所 各変圧器のＢ種接地工事接地線 

(4) 許容誤差 警報に対する装置の許容誤差は±10パーセント以内とする。 

(5) 伝送方法 警報が出た場合は，その警報を乙に自動的に伝送して警報し，かつ記録す

るものであること。 

第13条（費用負担） 

次の各号については，乙の負担とする。 

(1) 点検，測定及び試験に伴う一切の費用 

(2) 機械器具等に要する費用 

(3) 業務に必要な消耗部品，材料及び油脂等の費用 

(4) 関係官庁への諸手続き及び報告に要する費用 

(5) 点検報告書等，甲への報告に要する費用 

(6) 応急処置の費用 

(7) 絶縁監視装置の費用 

(8) 絶縁監視装置の設置及び撤去に伴う費用 

(9) 絶縁監視装置の通信に係る一切の費用 

第14条（連絡方法等） 

１ 乙は，甲からの連絡のため，保安業務担当者が勤務する事務所に電話を所有し，か

つ，保安業務担当者が不在の場合において，居所に確実に連絡できる連絡体制を定める

こと。 

２ 乙は，業務に先立ち，甲に対し，前項の事務所の所在地，電話の番号及び連絡体制を

あらかじめ書面で提出すること。 

３ 乙は，甲からの緊急の連絡に対し，２時間以内に必要な措置をとることができる体制

を確保すること。 



４ 乙は，台風等あらかじめ被害が予想される場合にあっては，迅速な対応ができる体制

を確保しておくこと。 

第15条（日程等） 

１ 乙は，業務の着手に先立ち業務日程表を作成し，甲に報告することとし，詳細な日程

及び時間帯については，連絡責任者と協議のうえ，決定すること。 

２ 甲及び乙は，前項により決定した後，日程等に変更が生じた場合は速やかに通知する

こと。 

第16条（停電作業） 

乙は，点検，測定及び試験等のために，電路を停電させる必要がある場合は，停電の範

囲などを甲に連絡し，協議すること。 

第17条（報告） 

１ 乙は，保安業務担当者等が行う点検等終了後，直ちに点検報告書を作成し，立会人の

署名又は押印を受け，甲に提出すること。 

２ 点検報告書の様式は，電気事業法に基づき甲が定めた保安規程の様式以外は，原則と

して乙の様式とするが，甲にあらかじめ見本等を提出し，承諾を受けるものとし，作成

した図書等を保安業務担当者等に周知徹底させるものとする。 

３ 乙は，報告書等の内容について甲の求めに応じ必要な解説，助言等を行うこととし，

点検等の結果，経済産業省令で定める技術基準の規定に適合しない事項又は適合しない

おそれがあるときは図面，写真等を点検報告書に添付するとともに，修理，改造等を連

絡責任者に指示又は助言すること。 

４ 年次点検報告書には，①区分開閉器のある第１柱から受電設備のある電気工作物まで

の構内図（ＰＤＦ形式），②単線結線図（ＰＤＦ形式），③機器台帳（マイクロソフト

社エクセル形式）の電子データを添付することし，配置図及び単線結線図は保安規程で

規定する様式，機器台帳は甲の指定する様式で作成すること。 

５ 乙は，あらかじめ甲と協議した期間ごとに，委託事業場の不具合項目をまとめた報告

書を作成し，甲に提出すること。 

６ 乙が，甲に提出する報告書等の部数は，原則として２部とする。ただし，甲の求めが

あった場合はこの限りではない。 

７ 乙は，四半期毎（６月末まで，９月末まで，11月末まで，３月末まで）の業務完了

後，直ちに業務完了報告書を甲に提出すること。 

第18条（検査） 

１ 乙は，月次点検及び年次点検の完了ごとに，甲の検査を受けなければならない。 

２ 前項の規定によりがたい場合は，甲の指示により，中間検査とすることができる。 

第19条（記録の保存） 

１ 甲乙共に定期的に行う点検の結果（当該業務を実施した保安業務担当者等の氏名を含

む。）を確認及び記録し，３年間保存すること。ただし，法令の定めがある場合で，当

該法令の規定が３年を超える場合にあっては，当該法令の定める期間とする。 

２ 甲は，乙に記録文書の提出を求めることができる。その場合，乙は速やかに記録文書

を提出すること。 

第20条（緊急時の措置） 

電気事故その他電気工作物に異常が発生し又は発生するおそれがある場合，保安業務担

当者が実施すべき事項は，次の各号による。なお，乙は，日曜，土曜，祝日，年末年始及

び，夜間（17：30～9：00）に事故等が発生した場合においても緊急出動を行うことと

し，緊急出動に伴う費用は，乙の負担とする。 



(1) 電気事故その他電気工作物に異常が発生し又は発生するおそれがあることを知った時

から，１時間以内に当該事業場に到着すること。やむを得ない事情がある場合でも，２

時間以内には必ず到着すること。 

(2) 甲乙協議により，あらかじめ定めた関係各所に必要な連絡を行うこと。 

(3) 現状を確認のうえ，送電停止，電気工作物の切り離し等に関する指示を行うととも

に，状況に応じて臨時点検を行うこと。この場合において，電気工事士法により，その

措置の実施に必要な資格が定められている場合は，その資格を持ったものに処置を行わ

せるものとする。 

(4) 事故その他の異常の発生原因の究明及び再発防止にとるべき措置について，指示又は 

助言を行う。また，電気事業法の規定に基づく電気関係報告規則に定める電気事故報告を

行う必要がある場合は，事故報告を行うよう指示するとともに，事故報告の作成及び手

続きの助言を行うこと｡ 

第21条（機械器具等） 

１ 乙は，施行規則第52条の２第１号ハ及び第二号ロに規定されている機械器具を所有

し，定期の校正試験，誤差確認試験等により適正に保つこと。 

なお，乙が，必要な場合に使用し得る措置を講じている場合には，継電器試験装置，絶縁

耐力試験装置を所有することを要しない。 

２ 乙は，絶縁用保護具等を所有すること。また，それらを，労働安全衛生規則に基づく

定期自主検査及び使用前点検により適正に保つこと。 

３ 乙は，第１項により実施した試験記録を１年間，第２項により実施した検査記録及び

点検記録を３年間保存すること。ただし，法令の定めがある場合で，当該法令の規定が

本仕様書で規定する保存年数を超える場合にあっては，当該法令の定める期間とする。 

４ 甲は，乙に前項の記録文書の提出を求めることができる。その場合，乙は速やかに記

録文書を提出すること。 

第22条（協力義務） 

１ 甲は，乙が保安管理業務の実施にあたり，乙が報告，助言した事項又は乙と協議決定

した事項については，必要な措置をとり，その意見を尊重するものとする。 

２ 甲は，乙の保安管理業務に関する計画の策定及び実施について，乙の意見を尊重し，

協力するものとする。 

３ 乙は，保安管理業務を誠実に行うものとする。 

第23条（関連業務の調整） 

１ 甲は，乙の業務及び甲の締結する第三者の業務が密接に関連する場合において，必要

があるときは調整を行うものとする。この場合において乙は，甲の調整に従い第三者の

行う業務の円滑な進捗に協力しなければならない。 

２ 甲は，前項の規定により必要と認める場合，乙に立会い等を求めることができる。 

第24条（業務の引継ぎ） 

乙は，業務の完了に伴い，甲が保安管理業務を他の第三者と締結した場合は，甲の求め

に応じ，当該第三者との間で業務の引継ぎを行うこと。 

第25条（その他） 

乙は，点検等により，立ち入る場所については，あらかじめ連絡責任者及びその職員と

協議しておくこととする。また，太陽光発電装置がある場合は，点検後の発電が復旧して

いるか確認し，復旧していない場合は復旧ボタンを押す等の対応をすること。 

  



 

 

（別紙１）  

委託事業場とその概要 

事 業 場 
需 要 設 備  

需要設備 
年次点検

が可能な

曜日時間

等 

 非常用予備発電設備 

名 称 所 在 地 

設 備 

容 量 

(kVA) 

受 電 

電 圧 

(V) 

発電機 

定 格 

容 量 

(kVA) 

発電機 

定 格 

電 圧 

(V) 

原動機 

 

の種類 

月 次 

点検の

頻 度 

遠隔監

視装置

の有無 

京都府庁西側施設 京都市上京区出水通油小路東入 

丁子風呂町104番地の２ 

1200 6600 - - - 毎月 

１回 

無し 平日 

以外 

          

 

 

         

          

          

          

          

 

 

         

          

 

 

         

 

  



 

 

（別紙２） 

定期的な点検，測定及び試験の実施基準 

第１条（点検内容） 

定期的に行う電気工作物の点検，測定及び試験は，乙が実施する日常巡視点検，月次点

検，年次点検，工事期間中点検及び臨時点検の五種点検とする。 

(1) 日常巡視点検，月次点検，年次点検，工事期間中点検の点検，測定及び試験の内容は

保安規程（別添）による。 

(2) 乙は，巡視，点検及び試験を行うほか，設置者及びその職員に，日常巡視等において

異常等がなかったか否かの問診を行い，異常があった場合には，外部委託先としての観

点からの点検も実施するものとする。 

(3) 臨時点検は，電気事故その他電気工作物に異常が発生し又は発生するおそれがある場

合等，点検が必要な設備について，必要な点検を行うこと。 

第２条（点検周期） 

月次点検，年次点検，工事期間中点検，臨時点検は，次の各号の周期により実施するこ

と。 

(1) 月次点検 隔月１回以上（低圧受電の事業場，設備容量百キロボルトアンペ

ア以下で条件（注）を満たした事業場，設備容量百

キロボルトアンペアを超えている事業場にあって

は，低圧絶縁監視装置を設置し，条件（注）を満た

した事業所に適用する） 

 毎月１回（隔月１回以上点検の条件（注）を満たしていない事業場

に適用する） 

(2) 年次点検 毎年１回（停電点検）（参考：現在は、9月に実施） 

(3) 工事期間中点検 毎週１階（外観点検） 

(4) 臨時点検 必要なとき 

（注）条件については，電気事業法施行規則第52条の２第１号ロの要件等並びに第53条第

２項第５号の頻度に関する告示（平成15年経済産業省告示第249号）による。 

第３条（清掃） 

年次点検の実施に伴い，保安の確保のために必要な清掃を実施すること。 

 



別表１

京都府庁西側施設等管理業務年間計画表（令和８年１２月～令和１１年１１月）

年
度

月 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

1 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
入退室管理等業務
含む

ア　プレフィルター洗浄 4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

イ　ＯＡフィルター洗浄 3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ウ　フィルター清掃 3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

エ　中性能フィルター清掃 2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

オ　熱交換器清掃 3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

カ　プレフィルターろ材取替 2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

キ　水槽類の清掃

　　　(ｱ)　沈砂槽 3 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　　(ｲ)　雑用水槽 2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　　(ｳ)　雨水槽 2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

　　　(ｴ)　中水用高架水槽 1 ○ ○ ○

　　　(ｵ)　中水用副受水槽 1 ○ ○ ○

　　　(ｶ)　湧水槽 1 ○ ○ ○

　　　(ｷ)　消火水槽 1 ○ ○ ○

　　　(ｸ)　補助水槽 1 ○ ○ ○

　　　(ｹ)　市水受水槽 1 ○ ○ ○

　　　(ｺ)　市水高架水槽 1 ○ ○ ○

　　　(ｻ)　蓄熱槽 1 ○ ○ ○

　　　(ｼ)　貯湯水槽 1 ○ ○ ○

ク　雨水ろ過装置保守点検 2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1 建築物環境衛生管理業
務

12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 空気環境測定業務 6 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 照度測定業務 2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

4 残留塩素測定業務 52 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 飲料水水質検査 2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 簡易専用水道検査 1 ○ ○ ○

7 雑用水水質検査 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1 消防設備法定点検 2 ○ ○ ○ ○ ○ ○
消防署への報告は
３年に１回　(前回報
告：令和７年３月)

2 建築基準法に基づく定期
点検（敷地及び構造） 2 ○ ３年に１回

3 建築基準法に基づく定期
点検（建築設備（昇降機を除
く）、防火設備）

2 ○ ○ ○ １年に１回

6 1 ○ ○ ○

7 2
(○)

※
○ ○ ○ ○ ○

8 2
(○)

※
○ ○ ○ ○ ○

9 4
(○)

※
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 12
(○)

※

(○)

※

(○)

※

(○)

※
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 年１回の定期点検を含む

11 12 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 年１回の停電点検を含む

※は別途契約済のため本契約に含まれないもの

■ 水道法目標値 ■ 冷却水水質基準（日本冷凍空調工業会）

　　残留塩素：１㎎/㍑以下 　　有機物（過ﾏﾝｶﾞﾝ）：３㎎/㍑以下 　　電気誘導率（２５℃）：８００μs/㎝以下 　　珪酸（ｲｵﾝ状ｼﾘｶ）：５０SiO2㎎/㍑以下 　　珪酸（ｲｵﾝ状ｼﾘｶ）：５０SiO2㎎/㍑以下

　　遊離炭酸：２０㎎/㍑以下 　　ﾏﾝｶﾞﾝ：０．０１㎎/㍑以下 　　ｱﾝﾓﾆｳﾑｲｵﾝ：１．０NH4㎎/㍑以下 　　遊離炭酸：４．０㎎CO2/㍑以下 　　遊離炭酸：４．０㎎CO2/㍑以下

備　　考
令和10年度令和８年度 令和９年度

電気・機械設備運転管理等
業務

2

電
気
・
機
械
設
備
保
守
整
備
業
務

自動ドア設備保守点検業務

昇降機設備保守点検業務

自家用電気工作物保安管理
業務

夜間等の電気設備・機械設
備、入退室監視設備管理業
務

令和11年度

ねずみ等防除業務

セキュリティシステム設備保
守点検業務

項　　　　目

5

消
防
設
備
等
法
定
点
検
業
務

環
境
衛
生
管
理
業
務

4

シャッター設備保守点検業務



別表２
消 防 設 備 一 覧 表

品　　　　名 数　量 摘　　　　　　要
 差動スポット感知器  　　６４個
 定温スポット感知器  　　　８個
 煙感知器 　 ２０８個
 受信機Ｐ型１級（30/35 回線）  　　　１台  中央監視室　ニッタン
 発信機  　　１９台
 電鈴  　　１９台
 表示灯  　　１９台
 予備電源        １式
 加圧送水装置  　　　１式  ﾎﾟﾝﾌﾟ22KW ﾓｰﾀｰ22KW、ﾀﾝｸ圧力14㎏/㎝2揚程84m
 自動起動装置  　　　１式  中央監視室
 自動警報装置  　　　１式  中央監視室
 ポンプ操作盤  　　　１式  
 呼水装置  　　　１式  川　　本　タンク 100㍑
 泡ヘッド  　２５０個
 感知装置（ＳＰヘッド）  　　６０個  BF(48) 1F(12)
 流水検知器  　　　２台
 混合装置  　　　１式
 手動起動弁  　　２５台
 一斉開放弁  　　２５台
 泡タンク  　　　１式  ニッタン　タンク 400㍑（１台）
 加圧送水装置  　　　１式  ポンプ 7.5KW 揚程75.5m　川本タンク100㍑
 呼水装置  　　　１式
 屋内消火栓（２号）  　　３４台
 表示灯  　　３４個
 ポンプ操作盤  　　　１式
 消火栓起動スイッチ  　　３４台
 排煙機  　　　１台  ｴﾝｼﾞﾝ･ﾓｰﾀｰ 両用型 12.5PS／2400rpm
 起動盤  　　　１台
 連動制御盤（43/45 回線）  　　　１台
 煙感知器  　　２１台
 ダンパー  　　　２台  機械室（南北）
 排煙口  　　１７台  排煙窓３
 手動起動操作函  　　１７台  
 防火戸  　　２１台
 防火シャッター  　　　２台
 水圧開放装置付シャッター  　　　２台  三和シャッター2kg／㎝２非常電源付
 避難口誘導灯　小型（10ｗ）  　　１２台
 避難口誘導灯　中型（20ｗ）  　　１７台 （点滅・音声）
 通路誘導灯　小型（10ｗ）  　　　６台
 廊下通路誘導灯　小型（10ｗ）  　　１４台
 階段通路誘導灯　中型（20ｗ）  　　　８台
 階段通路誘導灯　大型（40ｗ）  　　２１台
 感知器  　　１５個
 連動切換器  　　　１個  誘導灯用信号装置
 音響スピーカ  　　１７個
 受信装置  　　　１式
 増幅器 　　　 １式
 起動装置 　　　 １式
 音響スピーカ  　１０３台
 音量調整器  　　５４個

 小型粉末消火器　　１０型　３１本
 小型粉末消火器　　２０型　　１本
 車載式粉末消火器　５０型　　１本
 強化液消火器 　　　 ３型  １７本

8 避難器具  緩降機  　　　３台  松本機械工事　オリローＤ２型 可搬式
 非常用電源（蓄電池）  　　　１式
 常用電源（交流）        １式

 消火器  　　５０本

6 非常放送
設備

7 消火器

9 非常用電源

1 自動火災
報知設備

2 泡消火器

3 屋内消火
栓設備

4 防火排煙
設備

5 誘導灯設
備

 非常・業務兼用



設　　備　　名 機　　器　　名　　称 設 置 場 所 台 数 機　器　仕　様

１．引込 構内柱 屋外 1

マンホール  〃 1

２．受変電設備 受電盤 地階電気室 1

き電盤  〃 1

コンデンサー盤  〃 3

変圧器盤　１φ３Ｗ  〃 3

１５０ＫＶ×２，１００ＫＶＡ×１  〃

変圧器盤  〃 2

４００ＫＶＡ×２  〃

接地端子盤  〃 1

３．直流電源装置 直流電源盤 1

蓄電池　３００ＡＨ５４セル 1

４．無停電電源装置 ＣＶＣＦ　３ＫＶＡ 地下電気室 1

５．太陽電池設備 太陽電池制御盤 1

蓄電池部 1

５４セル　２００Ａｋ　１０８Ｖ

太陽電池

インバーター

データ管理装置

６．中央監視装置 ③中型盤（ＣＰＵ，ＫＢ，ＭＳ，ＬＣＤ，プリンター） １階保安室 1

③ＲＳ盤（ＢＡ－２Ａ　２Ｂ　２Ｃ） １階保安室 3

②ＡＭＰ盤（防災アンプ） １階保安室 1

①防災型（自火報，防排煙） １階保安室 1

④ＥＬＶ型監視盤（運転インターホン） １階保安室 1

⑤電気時計，インターホン盤（時計，身障者呼出） １階保安室 1

⑥駐車管制盤（駐車管制停車） １階保安室 1

⑩防犯監視盤 １階保安室 1

１階保安室 1

Ｌ－ＢＡ，ＢＢ 地階 2

Ｌ－１Ａ，１Ｂ，１Ｃ １階 4

２Ａ，２Ｂ，２Ｃ ２階 3

３Ａ，３Ｂ，３Ｃ ３階 3

４Ｆ，４Ｂ，４Ｃ ４階 3

Ｌ－ＢＣＬ 地階 1

動力制御盤 Ｍ－ＢＡ，ＢＢ，ＰＣ 地階 3

１Ａ，１Ｂ，１Ｄ １階 3

２Ａ，２Ｂ，２Ｃ，２Ｄ ２階 4

３Ａ，３Ｂ，３Ｃ，３Ｄ ３階 4

４Ａ，４Ｂ，４Ｃ，４Ｄ ４階 3

ＲＡ，ＲＢ，ＲＣ，ＲＤ Ｒ階 4

非常コンセント 地階 2

弱電端子盤 ＢＡ，ＢＢ 地階 2

１Ａ，１Ｂ，１Ｃ １階 3

２Ａ，２Ｂ，２Ｃ ２階 3

３Ａ，３Ｂ，３Ｃ ３階 3

４Ａ，４Ｂ，４Ｃ ４階 3

ＭＤＦ 1

府　庁　西　側　施　設　（　電　気　設　備　）

機　器　一　覧　表



設　　備　　名 機　　器　　名　　称 設 置 場 所 台 数 機　器　仕　様

時計設備 親時計（保安室） １階 1

小時計（ＥＶ前） 地階 2

　〃  （　〃  ）　 １階 2

　〃  （　〃  ）　 ２階 2

  〃  （　〃  ）　 ３階 2

  〃  （　〃  ）　 ４階 2

非常放送 スピーカ 地階 1

　 〃   １階 11

　 〃   ２階 17

　 〃   ３階 19

　 〃   ４階 19

身障者トイレ設備 呼出表 1

インターホン親機 1

小機（保守用） 29

身障者用（インターホン） 3

誘導鈴 3

照明器具 Ａ４１ 49 ４０Ｗ－２

Ａ２１ 1 ２０Ｗ－１

Ｂ４２ｄ 26 ４０Ｗ－２

Ｂ２２ｄ 3 ２０Ｗ－２

Ｃ４１ 24 ４０Ｗ－１

Ｃ４２ 8 ４０Ｗ－２

Ｃ４２Ｄ 4 ４０Ｗ－２

Ｃ４１Ｄ 1 ４０Ｗ－１

Ｃ２２ 5 ２０Ｗ－２

Ｄ４２ 5 ４０Ｗ－２

Ｄ４２Ｄ 34 ４０Ｗ－２

Ｄ４２Ｓ 6 ４０Ｗ－２

Ｄ４２ＳＤ 2 ４０Ｗ－２

Ｄ４１ 176 ４０Ｗ－１

Ｅ４２Ｓ 1 ４０Ｗ－２

Ｅ４２ＳＤ 1 ４０Ｗ－２

Ｆ４２Ｓ 692 ４０Ｗ－２

Ｇ４１ 23 ４０Ｗ－１

Ｈ４２ＤＰ 15 ４０Ｗ－２

Ｈ４１Ｐ 66 ４０Ｗ－１

Ｉ４００Ｅ 4 ＨＦ４００

Ｉ４００ 4 ＭＦ４００

Ｊ２１ 17 ２０Ｗ－１

Ｋ２１ 4 ２０Ｗ－１

Ｌ１１ 10 １０Ｗ－１

Ｍ１１Ｐ 6 １０Ｗ－１

Ｎ１１ 12 １０Ｗ－１

Ｑ１０２ＷＰ 12 ＨＤ１００Ｗ

Ｔ２１ＷＰ 23 ２０Ｗ－１

Ｕ２１ 11 １５Ｗ－１

Ｗ４１ 30 ４０Ｗ－１

Ｘ１６１ＷＰ 2 ＨＦ１００Ｗ

ａ２７ 118 ２７ＷＦＤＬ

ａ１８ 261 １８ＷＦＤＬ

ａ１３ 1 １３ＷＦＤＬ

ｂ２７ｗｐ 17 ２７ＷＦＤＬ



設　　備　　名 機　　器　　名　　称 設 置 場 所 台 数 機　器　仕　様

照明器具 ｂ１８ｗｐ 14 １８ＷＦＤＬ

ｃ５０ 12 ＩＬ６０Ｗ

ｄ４０ 20 ＩＬ４０Ｗ

ｈ４０ｄ 非常照明 282 ＩＬ４０Ｗ

ＷＤ４８ 1 ４０Ｗ－８

Ｋ１０ 36 ＩＬ１００Ｗ

Ｋ６ 3 ＩＬ６０Ｗ

ＷＥ２８ 8 ２０Ｗ－８

ＷＦ３６ 1 ３６Ｗ－３

Ｔ１５０ＷＰ 7 ﾐﾆﾊﾛ１３０Ｗ

ＷＡ 9 ４０Ｗ－９

Ｚ 6 ４０Ｗ－２

ｅ２５ＷＰ 5 ﾐﾆ球２５Ｗ

Ｐ４０ＷＰ 8 ＩＬ４０Ｗ

Ｒ１０４ＷＰ 2 ＨＦ１００Ｗ－４

i６ 2 ﾐﾆ球６０Ｗ

j ４ 3 ﾐﾆ球４０Ｗ

ＩＬ２５Ｗ－２６

ﾐﾆｸﾘﾌﾟﾄﾝ球

特－１ 1 ４０Ｗ－１３

特－２ 6 ４０Ｗ－１２

ＷＢ２８ 7 ２０Ｗ－８

ＷＣ９２ 6 ９６Ｗ－２



機　器　名　称 設置場所 台 数 機　　器　　仕　　様

上水用揚水ポンプ 地階 2
片吸込渦巻ポンプ ５０φ×２７０L/min×４０mAq
　３－２００V－５．５kw×２

中水用揚水ポンプ 地階 2
片吸込渦巻ポンプ ８０φ×５００L/min×５０mAq
　３－２００V－１１．０kw×２

加圧給水ポンプ 地階 1
インバーター制御ユニット型 ４０φ×３００L/min×１５mAq
自動交互非常用同時運転　ダイヤフラムタンク，制御盤他

受水槽 地階 1
ＦＲＰ製複合板パネルタンク　二槽式
有効容量：２０m3 （２m＋２m）×３．５m×２mH 中仕切板３．５m×２mH

高置水槽 屋上 1
ＦＲＰ製複合板パネルタンク　二槽式
有効容量：８m3 （１．５m＋１．５m）×３m×１．５mH 中仕切板３m×１．５mH

副受水槽（中水用） 地階 1
ＦＲＰ製複合板パネルタンク
有効容量：０．８m3 １m×１m×１mH

高置水槽（中水用） 屋上 1
ＦＲＰ製複合板パネルタンク　二槽式
有効容量：１５m3 （２m＋２m）×３．５m×１．５mH 中仕切板３．５m×１．５mH

給湯用循環ポンプ 屋上 1
ステンレス製ラインポンプ 屋外設置型 ２５φ×１０L/min×１０mAq
　３－２００V－０．２５kw×１

集熱ポンプ 屋上 1
ステンレス製ラインポンプ 屋外設置型 ３２φ×１００L/min×１０mAq
　３－２００V－０．４kw×１

移送ポンプ 屋上 1
ステンレス製ラインポンプ 屋外設置型 ３２φ×１００L/min×１０mAq
　３－２００V－０．４kw×１

電気湯沸器（給茶用）
各階

湯沸場
12

壁掛式　貯湯式湯沸器　貯湯量４５ℓ　１－２００V－４kw
ウイクリータイマー、沸騰機能付

太陽集熱板 屋上 6
２m×１m　集熱面積：２０m2
ウイクリータイマー，サーモ付，制御盤他

蓄熱槽 屋上 1
ＳＵＳ製パネルタンク　ブースターラインポンプ ４０φ×１００L/min×５mAq
有効容量：１，４００ℓ　１m×２m×１mH　１－１００V－０．２５kw

貯湯タンク 屋上 1
耐熱ＦＲＰ製パネル　１m×２m×１mH　有効容量：１，４００ℓ
電気ヒーター５Kw×４，ウイクリータイマー他　３－２００V－５kw×４

排水ポンプ
湧水

ピット内
8

                    ３－２００V－１．５kw×１
雑排水用水中ポンプ　５０φ×１４０L/min×１５mAq

屋内消火ポンプユニット 地階 1
５０φ×１４０L/min×８０mAq　　３－２００V－７．５kw×１
呼水槽・制御盤他

泡消火ポンプユニット 地階 1
１００φ×８４０L/min×７０．５mAq　３－２００V－２２kw×１
呼水槽・圧力タンク・制御盤他

泡消火用タンク 地階 1
４００L（ライトウォーター３％）
プロポーショナー他

井水用揚水ポンプ 屋外 1
深井戸用水中ポンプ ８０φ×５００L/min×６０mAq
　３－２００V－１１．０kw×１

雨水移送ポンプ 屋外 4
雑排水用水中ポンプ ４０φ×１５０L/min×７mAq
　３－２００V－０．４kw×４

ろ過器（砂ろ過式） 地階 1
全自動型　処理能力：８m3/H　ろ過塔材質ＳＵＳ型　制御盤他
渦巻式ろ過ポンプ ４０φ×１２５L/min×２０mAq　３－２００V－２．２kw

薬注装置 地階 2
塩素及び凝集剤注入用薬液タンクＮＣ製 ２００L　ろ過ポンプと連動
ダイヤフラムポンプ １－２００V－０．１kw　制御盤他

コンプレッサー
１階
車庫

1
パッケージ型圧力開閉器式
最高圧力　１４kgf/cm2　３－２００V－１１kw

洗浄器
１階
車庫

2
コイン洗車機　　　　３－２００V－（２．２＋０．７５＋０．１）kw
ポンプ １４L/min×４５㎏/cm2 ２．５L/min×８㎏/cm2

消防用高架水槽 屋上 1
ＳＵＳ製タンク
有効容量　５００L ８００×８００×９００H　ＳＵＳ架台１，１００H

加圧給水ポンプ
　（４階用市水分）

屋上 1
インバーター制御ユニット型　４０φ×１７０L/min×３０mAq
３－２００V－１．５kw×２　　　自動交互運転

府　庁　西　側　施　設　（　衛　生　設　備　）

機　器　一　覧　表



設　備　名 機　器　名　称 設　置　場　所 台　数 機　器　仕　様

１．空気熱源ヒートポンプ ２０１－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 １０Hp

　　ビルマルチエアコン 　　　　　　　　－Ａ　室内機 １Ｆエントランスホール(1)天井内 2 ２．０Hp　　中性能フィルター付

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 １Ｆエントランスホール(1)天井内 2 ２．５Hp　　中性能フィルター付

　　　　　　　　－Ｃ　室内機 １Ｆ湯沸室(1) 1 １．６Hp

２０２－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 １０Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 １Ｆ市町村会会議室天井内 2 ２．５Hp　　中性能フィルター付

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 １Ｆ市町村会事務室天井内 2 ２．５Hp

２０３－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 １０Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 １Ｆ市町村会事務室天井内 4 ２．５Hp

２０４－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ５Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 １Ｆ住宅融資・管理公社天井内 2 ２．５Hp

２０５－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 １０Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 １Ｆ住宅融資・管理公社天井内 2 ２．５Hp

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 １Ｆ住宅融資・管理公社天井内 1 ３．２Hp

２０６－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 １０Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 １Ｆエントランスホール(2)天井内 2 ３．２Hp

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 １Ｆエントランスホール(2)天井内 2 １．６Hp

２０７－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 １０Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 １Ｆ土地開発公社①天井内 1 ３．２Hp

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 １Ｆ土地開発公社①天井内 2 ２．５Hp

２０８－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ５Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 １Ｆ土地開発公社①天井内 1 ２．５Hp

２０９－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 １０Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 １Ｆ土地開発公社②天井内 2 ３．２Hp

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 １Ｆ土地開発公社②天井内 2 ２．５Hp

２１０－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ８Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ２Ｆ町村議長会事務室天井内 3 ２．０Hp

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ２Ｆ町村議長会役員室天井内 2 ２．０Hp　　中性能フィルター付

２１１－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ８Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ２Ｆ共済組合事務室天井内 4 ２．０Hp

２１３－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 １０Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ２Ｆ共済組合書庫天井内 1 ２．０Hp

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ２Ｆ共済組合事務室天井内 1 ２．０Hp

　　　　　　　　－Ｃ　室内機 ２Ｆ共済組合会議室天井内 1 ２．０Hp　　中性能フィルター付

　　　　　　　　－Ｄ　室内機 ２Ｆ共済組合役員室天井内 1 ２．０Hp　　中性能フィルター付

２１４－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ８Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ２Ｆ農業会議事務室天井内 4 ２．０Hp

２１５－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ８Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ２Ｆ農業会議事務室天井内 2 ２．０Hp

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ２Ｆ住宅供給公社事務室天井内 2 ２．０Hp

２１６－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ８Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ２Ｆ住宅供給公社事務室天井内 4 ２．０Hp

２１７－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ８Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ２Ｆ住宅供給公社事務室天井内 4 ２．０Hp

２１８－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ５Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ２Ｆ会議室２０１天井内 2 ２．５Hp

２１９－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 １０Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ２Ｆ会議室２０２天井内 2 ２．５Hp

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ２Ｆ会議室２０３天井内 2 ２．５Hp

２２０－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ５Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ２Ｆエレベーターホール(1)天井内 1 １．６Hp

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ２Ｆ湯沸室(1)天井内 1 １．６Hp

２２１－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ５Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ２Ｆエレベーターホール(2)天井内 1 １．６Hp

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ２Ｆ湯沸室(2)天井内 1 １．６Hp

府　庁　西　側　施　設　（　空　調　設　備　）

機　器　一　覧　表



設　備　名 機　器　名　称 設　置　場　所 台　数 機　器　仕　様

１．空気熱源ヒートポンプ ２２２－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ８Hp

　　ビルマルチエアコン 　　　　　　　　－Ａ　室内機 ３Ｆ市長会役員室天井内 3 ２．０Hp　　中性能フィルター付

２２３－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ８Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ３Ｆ市長会・市議長会天井内 4 ２．０Hp　　

２２４－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ８Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ３Ｆ厚生会事務室天井内 5 ２．０Hp　　

２２５－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ５Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ３Ｆ厚生会役員室天井内 2 ２．０Hp

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ３Ｆ厚生会更衣室天井内 1 １．６Hp

２２６－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ８Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ３Ｆ会議室３０１天井内 4 ２．０Hp　　

２２７－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ８Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ３Ｆ文化財保護基金天井内 2 ２．０Hp　　

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ３Ｆ日本体育学校健康センター天井内 2 ２．０Hp　　

２２８－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ８Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ３Ｆ日本育英会天井内 1 ２．０Hp　　

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ３ＦＰＴＡ協議会天井内 1 ２．０Hp　　

　　　　　　　　－Ｃ　室内機 ３Ｆロッカー室天井内 1 ２．０Hp　　

　　　　　　　　－Ｄ　室内機 ３Ｆ消防協会天井内 1 ２．０Hp　　

２２９－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ８Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ３Ｆ消防協会天井内 2 ２．０Hp　　

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ３Ｆ造林公社天井内 2 ２．０Hp　　

２３０－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ５Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ３Ｆ造林公社天井内 1 ４．０Hp

２３１－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 １０Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ３Ｆ土地改良事業団連合会天井内 4 ２．５Hp

２３２－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 １０Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ３Ｆ土地改良事業団連合会天井内 4 ２．５Hp

２３３－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ８Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ３Ｆ道路公社天井内 2 ２．０Hp

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ３Ｆ道路公社天井内 2 １．６Hp

２３４－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ５Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ３Ｆエレベーターホール(1)天井内 1 １．６Hp

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ３Ｆ湯沸室(1)天井内 1 １．６Hp

２３５－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ５Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ３Ｆエレベーターホール(2)天井内 1 １．６Hp

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ３Ｆ湯沸室(2)天井内 1 １．６Hp

２３６－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 １０Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ４Ｆ和室天井内 1 ２．０Hp　　中性能フィルター付

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ４Ｆ情報資料室天井内 1 ２．０Hp　　中性能フィルター付

　　　　　　　　－Ｃ　室内機 ４Ｆロビー天井内 2 ２．０Hp

２３７－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ８Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ４ＦホールＡ天井内 2 ３．２Hp　　中性能フィルター付

２３８－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ８Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ４ＦホールＢ天井内 2 ３．２Hp　　中性能フィルター付

２３９－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ８Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ４Ｆ会議室４０１天井内 2 ２．０Hp　　中性能フィルター付

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ４Ｆ会議室４０２天井内 2 ２．０Hp　　中性能フィルター付

２４０－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ８Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ４Ｆ会議室４０３天井内 2 ２．０Hp　　中性能フィルター付

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ４Ｆ会議室４０４天井内 2 ２．０Hp　　中性能フィルター付

２４１－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ８Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ４Ｆ会議室４０４天井内 2 ２．０Hp　　中性能フィルター付

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ４Ｆ会議室４０５天井内 2 ２．０Hp　　中性能フィルター付

２４２－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ８Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ４Ｆ会議室４０５天井内 2 ２．０Hp　　中性能フィルター付

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ４Ｆ会議室４０６天井内 2 ２．０Hp　　中性能フィルター付



設　備　名 機　器　名　称 設　置　場　所 台　数 機　器　仕　様

１．空気熱源ヒートポンプ ２４３－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ８Hp

　　ビルマルチエアコン 　　　　　　　　－Ａ　室内機 ４Ｆ会議室４０６天井内 2 ２．０Hp　　中性能フィルター付

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ４Ｆ会議室４０６天井内 2 １．６Hp　　中性能フィルター付

２４４－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 １０Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ４Ｆ大会議室天井内 2 ２．５Hp　　中性能フィルター付

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ４Ｆ大会議室天井内 2 ３．２Hp　　中性能フィルター付

２４５－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 3 １０Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ４Ｆ大会議室天井内 4 ３．２Hp　　中性能フィルター付

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ４Ｆ大会議室天井内 2 ４．０Hp　　中性能フィルター付

２４６－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ５Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ４Ｆエレベーターホール(1)天井内 1 １．６Hp

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ４Ｆ湯沸室(1)天井内 1 １．６Hp

２４７－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ５Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ４Ｆエレベーターホール(2)天井内 1 １．６Hp

　　　　　　　　－Ｂ　室内機 ４Ｆ湯沸室(2)天井内 1 １．６Hp

２４８－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ８Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ４ＦホールＣ天井内 2 ３．２Hp　　中性能フィルター付

２４９－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ５Hp

　　　　　　　　－Ａ　室内機 ４Ｆ役員会会議室天井内 2 ２．５Hp　　中性能フィルター付

集中制御盤 １Ｆ保安室 1 エアコン電力量計量

２．空調熱源ヒートポンプ ２５０－ＰＡＣ　　　　室外機 大型バス駐車場 1 １．０Hp ソーラーエアコン

　　パッケージ 　　　　　　　　　　　室内機 １Ｆ清掃員控室 1 壁掛け型

２５１－ＰＡＣ　　　　室外機 大型バス駐車場 2 １．０Hp ソーラーエアコン

　　　　　　　　　　　室内機 １Ｆ運転手控室 2 壁掛け型

２５２－ＰＡＣ　　　　室外機 １Ｆ西面屋外 1 ２．５Hp

　　　　　　　　　　　室内機 １Ｆ運転手控室 1 カセット型

２５３－ＰＡＣ　　　　室外機 １Ｆ西面屋外 1 １．６Hp

　　　　　　　　　　　室内機 １Ｆ保安室 1 カセット型

２５４－ＰＡＣ　　　　室外機 １Ｆ西面屋外 1 ２．０Hp

　　　　　　　　　　　室内機 １Ｆ湯沸室(2)天井内 1 インペイ型

２１２－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 1 ２．５Hp

　　　　　　　　　　　室内機 ２Ｆ共済組合ＯＡ室天井内 1 インペイ型

３．冷房専用 ２５５－ＰＡＣ　　　　室外機 屋上室外機置場 2 ５．０Hp　　高揚程改造型

　　パッケージ 　　　　　　　　　　　室内機 Ｂ１Ｆ電気室 2 床置型

４．排気ファン ３０１ＦＳＥ Ｂ１Ｆ機械室(2) 1 エンジン付

５．自動制御 制御盤 各階機械室 12

６．全熱交換器 ２６１－ＥＶ １Ｆ機械室(1) 1 中性能フィルター・プレフィルター付き

２６２－ＥＶ １Ｆ機械室(2) 1 中性能フィルター・プレフィルター付き

２６３－ＥＶ ２Ｆ機械室(3) 1 中性能フィルター・プレフィルター付き

２６４－ＥＶ ２Ｆ機械室(1) 1 中性能フィルター・プレフィルター付き

２６５－ＥＶ ２Ｆ機械室(2) 1 中性能フィルター・プレフィルター付き

２６６－ＥＶ ２Ｆ機械室(3) 1 中性能フィルター・プレフィルター付き

２６７－ＥＶ ３Ｆ機械室(3) 1 中性能フィルター・プレフィルター付き

２６８－ＥＶ ３Ｆ機械室(1) 1 中性能フィルター・プレフィルター付き



設　備　名 機　器　名　称 設　置　場　所 台　数 機　器　仕　様

６．全熱交換器 ２６９－ＥＶ ３Ｆ機械室(2) 1 中性能フィルター・プレフィルター付き

２７０－ＥＶ ３Ｆ機械室(3) 1 中性能フィルター・プレフィルター付き

２７１－ＥＶ ４Ｆ機械室(3) 1 中性能フィルター・プレフィルター付き

２７３－ＥＶ ４Ｆ機械室(2) 1 中性能フィルター・プレフィルター付き

２７４－ＥＶ ４Ｆ機械室(3) 1 中性能フィルター・プレフィルター付き

７．給排気ファン ３１１ＦＥＸ　Ｂ１Ｆ機械室 Ｂ１Ｆ機械室(3) 1 斜流型　　　　　排気

３１１ＦＯＡ　Ｂ１Ｆ機械室 Ｂ１Ｆ機械室(3) 1 床置シロッコ型　給気

３１２ＦＥＸ　Ｂ１ＦＭＤＦ室 Ｂ１Ｆ機械室(3) 1 斜流型　　　　　排気

３１２ＦＯＡ　Ｂ１ＦＭＤＦ室 Ｂ１Ｆ電気室 1 斜流型　　　　　給気

３１３ＦＥＸ　Ｂ１Ｆ電気室 Ｂ１Ｆ機械室(3) 1 斜流型　　　　　排気

３１３ＦＯＡ　Ｂ１Ｆ機械室 Ｂ１Ｆ機械室(3) 1 床置シロッコ型　給気

３１４ＦＥＸ　Ｂ１Ｆ駐車場 Ｂ１Ｆ機械室(3) 1 床置シロッコ型　排気 ポールチェンジ

３１５ＦＥＸ　Ｂ１Ｆ駐車場 Ｂ１Ｆ機械室(1) 1 床置シロッコ型　給気 ポールチェンジ

３１６ＦＥＸ １Ｆ－４ＦＷＷＣ(1) 4 消音キャビネット型　排気

３１７ＦＥＸ １Ｆ－４ＦＭＷＣ(1) 4 消音キャビネット型　排気

３１８ＦＥＸ １Ｆ－４Ｆ湯沸室(1) 4 消音キャビネット型　排気

３１９ＦＥＸ １Ｆ－４ＦＷＷＣ(2) 4 消音キャビネット型　排気

３２０ＦＥＸ １ＦＭＷＣ(2) 1 消音キャビネット型　排気

３２１ＦＥＸ １Ｆ－４Ｆ湯沸室(2) 4 消音キャビネット型　排気

３２２ＦＥＸ １Ｆ中型バス駐車場 1 消音キャビネット型　排気　強弱

３２３ＦＥＸ １Ｆ大型バス駐車場 1 消音キャビネット型　排気　ポールチェンジ

３２４ＦＥＸ ２Ｆ－４ＦＭＷＣ(2) 3 消音キャビネット型　排気

３２５ＦＥＸ １Ｆ運転手控室 1 天井扇

３２５－２ＦＥＸ １Ｆ清掃員控室ＷＣ 1 天井扇

３２６ＦＥＸ １Ｆ保安室・運転手控室 3 天井埋込全熱交換器

３２６－２ＦＥＸ １Ｆ清掃員控室 1 天井埋込全熱交換器

３２７ＦＥＸ ＲＦエレベーター機械室 2 有圧扇

３２９ＦＥＸ Ｂ１Ｆ倉庫 3 キャビネット型　排気

３３０ＦＥＸ １Ｆ－４ＦＨＷＣ(1) 3 消音キャビネット型　排気

８．デリべントファン ＤＦ－１ Ｂ１Ｆ駐車場南系統 1

ＤＦ－２ Ｂ１Ｆ駐車場北系統 1

９．エアフューズファン ＡＦ－１ １Ｆ中型バス駐車場 2

注意）機器一覧表については、建設当時のものであり設置場所等は現状と異なる場合があります。（フィルター数については仕様書参照のこと）



種　　　目 数 量 摘　　　要 備　　　考

乗用エレベーター ４台

（１・４号機車椅子用）

１・２号機 ２台 １，０００㎏（定員２４名） 地震時管制運転

９０m/min 火災管制運転

２台群乗合全自動運転方式 停電時管制運転

停止階床　　５か所

（Ｂ、１～４階）

３・４号機 ２台 １，０００㎏（定員１５名） 地震時管制運転

９０m/min 火災管制運転

乗合全自動運転方式 停電時管制運転

停止階床　　５か所

（Ｂ、１～４階）

監視盤 １式 監視架共 エレベーター運転表示

１～４号機 地震、火災管制

２台切放スイッチ

パーキングスイッチ

故障時自動通報装置

府　庁　西　側　施　設　（　昇　降　設　備　）

設　備　設　置　等　一　覧　表


